
 

 

 

 

第１２回 
新ＪＩＣＡの環境社会配慮ガイドラインの検討に係る有識者委員会 
 

 

 

 

 

 

 

            日時：平成２０年８月２９日（金） 

            場所：ＪＩＣＡ国際協力総合研修所国際会議場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              独立行政法人 国際協力機構 

              国 際 協 力 銀 行 



【学識経験者】 

原科 幸彦 東京工業大学大学院総合理工学研究科環境理工学創造専攻教授 

堀田 昌英 東京大学大学院新領域創成科学研究科国際協力学専攻准教授 

松下 和夫(ご欠席) 京都大学大学院地球環境学堂教授 

吉田 恒昭(ご欠席) 東京大学大学院新領域創成科学研究科国際協力学専攻教授 

 

【NGO】 

木村 信夫(ご欠席) ブリッジエーシアジャパン技術部長 

清水 規子 国際環境 NGO FoE Japan 開発金融と環境プログラムスタッフ 

高橋 清貴(ご欠席) 日本国際ボランティアセンター調査研究・政策提言担当 

福田 健治 メコン・ウォッチ事務局長 

 

【産業界】 

小西 純平 社団法人 日本貿易会経済協力委員会前副委員長（三菱商事株式会社業務部

総括・場所内部統制チーム国際協力担当マネージャー） 

高梨 寿 社団法人 海外コンサルティング企業協会専務理事 

千吉良 久暢(ご欠席) 株式会社 三菱東京 UFJ 銀行ストラクチャードファイナンス部プロジェクト

環境室上席調査役 

中山 隆 社団法人 海外建設協会常務理事 

 

【政府関係者】 

北村 俊博 外務省国際協力局政策課首席事務官 

高見 博 財務省国際局開発企画官 

小林 香(代理出席：中

川 亜紀子) 

環境省地球環境局環境協力室長 

山浦 崇(ご欠席) 経済産業省貿易経済協力局資金協力課企画係長 

 

 

 

 

 1



 

【事務局発言者】 

廿枝 幹雄 JBIC 開発業務部企画課長 

杉本 聡 JBIC 環境審査室第二班課長 

渡辺 泰介 JICA 審査室準備室環境社会配慮審査第一課長 

 

【事務局以外の JICA・JBIC 発言者】 

中澤 慶一郎 JBIC 開発業務部次長 

植嶋 卓巳 JICA 企画部次長 

 

午後１時３０分 開会 

 

開   会 

 

○原科座長 こんにちは。時間になりましたので始めます。きょうは１時半ということで

ちょっと早目にスタートしますので、いつもの調子で考えておられる方はおくれたかもし

れません。ちょっと出足が悪いのですけれども、時間ですので開始いたします。 

 それでは、議題に沿いまして、「論点に関する議論」ということで進めます。 

○清水委員 原科先生、その前にきょうのビューローでの結果をお聞かせいただけますで

しょうか。 

○原科座長 失礼しました。議論に入る前に報告いたします。この直前にビューロー会議

を行いましたので、そこでどんな議論をしたかということと結論を御報告します。 

 ビューロー会議は１時過ぎから始めまして、北村委員、中山委員、福田委員、私の４名

の委員がそろいまして、事務局とともに相談いたしました。 

 まず中間報告をどういう形でまとめるかということでございます。目次案等も前回お話

しいたしましたけれども、少し目次案が変わりまして、できるだけガイドラインの案を示

したいと思いますが、その前に、この委員会でずっと論点に沿って議論してまいりました

ので、やはり論点のまとめをきちんと書かなければいけないということで、その分のスペ

ースが結構要るだろうということでございます。ということで、その分がふえます。そう

しますと作業としては大変になってきますので、ガイドラインの案はもう少し簡略な形に
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なるかもしれないと思います。もし余力があればガイドラインの形も示したいと思います

けれども、ある程度簡略な格好になるかなという感じでございます。これが目次構成につ

いてでございます。 

 それから執筆担当でございますが、これは従来から、行政の中立の立場からということ

で環境省の方にお願いしようと思っておりましたけれども、御担当がかわったばかりなの

で急に言われても困るだろうということもございまして、前回からその辺もいろいろ議論

してまいりました。そうしますと、委員会のメンバーで中立の立場というと学識者がやる

べきだという御意見をそれぞれの分野の方からいただきました。ということで、学識４名

で責任を持つことにいたしましょうということにしました。この件は吉田先生とも既に議

論して、どうもそんな雰囲気になりそうなのでその場合はやらざるを得ないかなというこ

とでございまして、この４名で相談して作業を進めていくと。ただ、その作業の過程で私

どもだけでは十分手が回らないと思いますので、事務局にも御協力をいただきたいと思っ

ておりますけれども、我々の責任でまとめるということでなければいけないと思っており

ます。ということで案をつくりたいと思います。 

 これが中間報告に関しましての報告です。 

 ２つ目はスケジュールでございます。１０月以降、新ＪＩＣＡになりますので、その関

係で９月は後半までは時間が使えないということで、今のところは９月１０日までという

ことで予定しております。しかし、前回議論いただきましたように、論点によっては予定

よりもかなり時間がかかるものがございます。ということで若干おくれ気味でございます。

それから、きょうはさらに協力準備調査についての御説明をいただきまして、その質疑な

どもございますので、それでまた時間を使ってしまうということがあります。ひょっとし

たらもう１回ぐらい追加で１０月までにやらなければいけないかなということでございま

す。その場合には１０日以降の日程になりますけれども、もう１回ぐらいやる可能性があ

るかと思っております。ほかがスムーズにいけばこのスケジュールどおりに進めてまいり

ます。 

 それから、３つ目でございます。このようなことで新しいガイドラインはとても間に合

いませんので、どうするかということです。１０月以降は新体制になりますので、暫定措

置の議論も必要だろうということでございます。これは今すぐにはできません。外務省と

の協議を始めたところだと聞いておりますので、そちらの進め方にもよります。ただ、も

うすぐ１０月からの問題でございますので、その対応ですね。考え方としては、基本的に
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は現行のガイドラインを適用するということになります。ＪＩＣＡ・ＪＢＩＣそれぞれご

ざいます。ただ、新ＪＩＣＡでは新しい概念のアクティビティも入ってまいります。協力

準備調査もそういうことになりますけれども、そういうことがありますので、これをどう

扱うかです。このことに関する判断もしておかなければいけないということで、これは９

月になって外務省との協議がある程度まとまった段階でこの場でも議論することにしたい

と思っております。 

 以上３点でございました。 

 メンバーの方、何か補足とか訂正等ございましたら、お願いいたします。―よろしい

でしょうか。大体こんなことだったと思います。 

 それでは、以上、ビューローの結論を御報告いたしました。そのようなことで進めてま

いります。 

 

議   題 

（１）論点に関する議論 

 

○原科座長 それでは、議題に入ります。 

 １番の「論点に関する議論」でございます。お手元に１２－１－１という資料がござい

ますが、これの１２番。ページは１６ページの下の方になります。１２番の「ステークホ

ルダーとの協議等」というところからスタートします。これはよろしいでしょうか。前の

回で、「初期段階での情報公開に関する枠組み合意」というところは余り議論しなかった

ように思いますけれども。 

○福田委員 情報公開に関する枠組み合意というのは、これは現行のＪＩＣＡのガイドラ

インの規定でありまして、開発調査の中で具体的に情報公開をどうしていくか―実は後

の方で住民との協議についても出てくるのですが―ということについて相手国とどのよ

うにやろうということ、どのタイミングで合意すべきかということに関する論点でありま

すので、これは後ほど協力準備調査についてまとめてお話しする際に議論させていただけ

ればと思います。 

○清水委員 もう１点、きょうの進め方に関する提案なのですけれども、「ステークホル

ダーとの協議等」という１２番の論点の次が「環境社会配慮の項目」となっているわけで

す。２１ページ目をあけていただきたいのですけれども、「カテゴリＡ案件に必要な環境

 4



アセスメント報告書」の「情報公開」という論点整理になっておりますけれども、ここで

ＮＧＯが提言しておりますのは環境アセスメント報告書に限らない協議の情報公開の話で

す。さらに、これは第１部の提言になっています。つまり新ＪＩＣＡ側が何をするかとい

う意味での提言になっておりますので、きょうの１２番の「ステークホルダーとの協議

等」とも非常に深く関連しておりますし、ここでまとめて１２番の後にこの部分について

議論してはどうかと思いました。 

○原科座長 御提案は、１２番の次に１３番に行くのではなくて、その前に１４番という

ことになりますか。 

○清水委員 ２９ページの…… 

○原科座長 もっと先ですか。２９ページ。 

○清水委員 ２９ページのⅤ「カテゴリＡ案件に必要な環境アセスメント報告書」の１

「情報公開」のところです。 

○原科座長 ２９ページ、３０ページということになりますか。 

○清水委員 そうですね。ＪＩＣＡ側の提案はよくわからないのですけれども、少なくと

もＮＧＯ側の提言につきましては１２番と一緒に議論した方がスムーズかなと思いました。 

○原科座長 今の件、どうでしょう。ほかの方の御意見。特になければ、２９ページのⅤ

「カテゴリＡ案件に必要な環境アセスメント報告書」の「情報公開」の部分。２もセット

でいきますか。「ステークホルダーとの協議等」。 

○清水委員 ２につきましては事務局側の御提案でしたので、お任せいたします。 

○原科座長 今あわせてやりたいなら、その方がいいでしょうね。では、そういたしまし

ょう。 

 それでは、今の御提案に従って、１２番の１６ページから議論いたしますが、続けて２

９ページ、今の該当の部分もあわせて議論いたします。 

 それでは、１６ページに戻ってください。「ステークホルダーとの協議等」です。これ

は大変重要なことでございまして、これまでもしっかり対応していただいたと思いますけ

れども、ごらんのように、「地域住民等のステークホルダーとの十分な協議を経て、その

結果がプロジェクト内容に反映されていることが必要である」とか、「女性、こども、老

人、貧困層、少数民族等社会的な弱者については、（中略）社会における意思決定プロセ

スへのアクセスが弱いことに留意し、適切な配慮がなされていなければならない」。以下、

ごらんのようにたくさん定められております。 
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 これに関しまして、まずステークホルダー分析に関する御意見をいただいております。

ＮＧＯの方の御説明をいただきたいと思います。これはフロアからどうぞ。 

○一般参加者（満田） 地球・人間環境フォーラムの満田と申します。 

 本点に関しましては、ＮＧＯ提言ということで、私の方から御説明させていただきたい

と思います。 

 提言の内容といたしましては、書いてあるとおり、「ステークホルダーとの協議は、事

業により直接的又は間接的な影響を受ける住民や発言力が弱い社会層など、協議を意識的

に行うべきステークホルダーに関する分析を踏まえたものでなければならない」というこ

とですが、私どもの問題意識といたしましては、この分析というものは２つの要素を含ん

でいなければならないということがございます。１つは、事業により影響を受ける可能性

のある人々を適切に把握すべきである、もう１点は、その人たちの社会・経済・文化的な

特徴を把握すべきである、この２点でございます。背景といたしましては、協議の対象か

ら漏れてしまった人々がいる、あるいは協議が形式的なものにとどまってしまったりする

例があるのではないかという問題意識に基づくものです。 

 まず１点目の事業により影響を受ける可能性のある人々の把握についてでございますが、

幾つか事例がございます。まず協議の対象が、例えば用地取得対象者。これはこれで重要

な被影響住民ということで重要なステークホルダーなのですが、そういったある意味わか

りやすい一部のステークホルダーにしか行われずに、そのほかの、用地取得によって生計

に影響を受ける人たち、あるいはその他の自然環境を通じて影響を受けるような人たちが

協議の対象から漏れてしまったという例がございます。また、同じことなのですが、協議

会合に漁民あるいは陸上処理施設といった事業のあるスコープによって明らかに影響を受

ける人たちが漏れてしまっていた例、あるいは、環境影響評価時には確かに適切な協議が

行われていたのですが、その後、詳細設計などによりルート変更になって、そのルート変

更後の被影響住民に対して協議が行われていなかった、あるいはダム建設で水没してしま

った農地に働く小作人の方々が協議の対象から漏れてしまった、あるいは、ダムをつくる

上流部に土砂堆砂などの影響を受ける先住民族のコミュニティがあったのですが、当初は

協議の対象になっていなかったというような事例がございます。それが事業による影響を

受ける可能性のある人々を適切に把握すべきであるという点でございます。 

 もう１点の特性を把握すべきであるというその理由ですが、例えば、いざ協議を実施す

るというときに、実施する日時、場所がターゲットとするステークホルダーがちゃんと参
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加可能なものであるか、あるいは呼びかけがターゲットとなっているステークホルダーに

ちゃんと届いているかどうか、あるいは事業影響についての説明、事業の便益のみならず

リスクがきちんと説明されているかどうか、そして緩和措置についてきちんと協議されて

いるか、あるいは協議手法がきちんとステークホルダーから意見を引き出せるような協議

手法になっているかといったようなもろもろの、意味のある協議を行うために、一体ター

ゲットとなるステークホルダーがどんな人々であるかという点の分析が必要ではないかと

いう点がございます。 

 以上、この点についての背景説明でございます。 

○原科座長 今、詳しく御説明いただきましたけれども、まずステークホルダーの対象を

きちんと把握しないといけない。プロジェクトの進行によって対象範囲が変化することも

あるので、いろいろな面を考えていただきたい。それから協議の内容をきちんと、場所の

設定とか招集の仕方とか、それから説明すべき内容ですね、こういうものをどうしたらい

いか。これをきちんと伝えていただけないか、そのような点での改善をということでござ

いました。 

 この点に関しては。 

○事務局（杉本） ただいまの点でございますが、今引いていただきました例の大半は、

何回か前に速報版ということで発表させていただいた現地調査の例の中にも入っていたも

のだと認識しております。 

 今、満田さんから御説明のありました件につきましては、基本的な考え方としては我々

も同じ考え方で物事に取り組んでいまして、そういう意味では日々改善を重ねていこうと

努力している事項ではあるのですけれども、例えばファクト・ファインディングですとか、

かなり早い段階から、我々、牽制部としての環境審査室もミッションに参加して、どうい

った人たちが直接のみならず間接も含めて影響を受けるのかということを、一回限りでは

なく何回も重ねて検討しつつ進めていくですとか、必要に応じて外部専門家も同行する、

場合によってはアプレイザルだけではなくてその前の段階から雇用するですとか、そうい

った形で対応を強化していこうということで現在も努力を継続中ですので、その点はまず

申し上げたいと思っています。 

 特にこういった社会環境に関する分野についてはなかなか一定のクライテリアで切るこ

とが難しく、国により、また国の中でも地域によりいろいろと状況が違っているというこ

とがあり、どこでも同じ対応ができるというものでも必ずしもないものですから、そのた
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びたびに応じて工夫していく必要があるかと思いますが、その点も含めて、特に我々の現

地調査の中でも、先ほど御指摘のあったようにインドネシアのスマランで一部間接的な影

響を受ける人たちが協議対象から漏れていたというようなこともありましたので、この点

についてはきちんと影響範囲を確認するということで今後も引き続き取り組みを強化して

いかなければいけないポイントだと認識しております。ですので、方向性としては基本的

には同じ形で認識していると申し上げられるかなと思っております。 

 あと、この点につきましては、これは物によりますけれども、住民移転計画の中でも、

ある一定の社会調査というものが大体やられており、その対象となる被影響住民がどうい

った層に属するか、所得の面、文化的な面を分析されているケースが多いので、通常はそ

ういったものについて私どもも分析して、実際に現場でインタビュー等々して確認してい

くということですが、出発点がそもそもどうなのかというようなところも含めて十分に検

討していくことを今後も続けていきたいと思っているところです。 

○原科座長 ありがとうございました。御提案のような方向で進めていきたいと。 

 ですから、文言をどう修正するかというところの検討に入りたいと思いますが、これも

何か御提案があればお願いしたいと思います。 

 今の件はいいですか。 

 では、次は１７ページです。②「ステークホルダーからの意見への対応」でございます。 

 これに関する文は現行の規定では、１７ページの左に書いてございますように、「ＪＢ

ＩＣは、借入人等から提供される情報のみならず、相手国政府及びその機関、協調融資を

行おうとしている融資機関、ステークホルダーから提供される情報の重要性を認識し、こ

れらも活用してスクリーニング及び環境レビューを行う」、「ＪＢＩＣは、環境レビュー

及びプロジェクトの監理において様々な意見・情報を考慮に入れるため、関係機関、ステ

ークホルダーからの情報提供を歓迎する」、「第三者等から、環境社会配慮が十分ではな

いなどの具体的な指摘があった場合には、ＪＢＩＣは、その指摘を借入人に伝達するとと

もに、必要に応じて、借入人を通じプロジェクト実施主体者による適切な対応を促す」、

このような規定になっております。 

 これに対しまして、ステークホルダーからの意見への対応の仕方についてここに意見が

ございます。まずＮＧＯの方、御説明をお願いいたします。では、フロアの方。 

○一般参加者（田辺） ＪＡＣＳＥＳの田辺と申します。 

 ここの趣旨は書いてあるとおりなのですが、「新ＪＩＣＡは、プロジェクトの影響を受
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ける地域住民や現地ＮＧＯからの意見や懸念が表明された場合には、事業者の対応やこれ

に対する新ＪＩＣＡの評価について回答するなど、適切な対応を取るべき」ということを

ガイドラインに記載していただきたいということであります。 

 趣旨としましては、実施主体の責任と新ＪＩＣＡの責任はそれぞれ説明責任としてある

わけで、新ＪＩＣＡとしては、そういったステークホルダーからの意見に対して新ＪＩＣ

Ａの評価なりをきちんと説明する責任があるということなのかなと。それから、現行ガイ

ドラインに関しましては、情報提供を歓迎するという形では書かれているのですが、必ず

しもステークホルダーに対して、いろいろな意見はあると思うのですが、きちんと適切に

対応する等の対応ということは書かれておりませんで、ガイドラインとしてはここの部分

をしっかり書いていくことが必要なのではないかと。 

 実際には、私、オリッサ森林セクター開発事業なんかで見ている限りでは、ステークホ

ルダーからレターが出されたわけですが、４カ月以上たってもその返事が来ない、催促し

た結果届いたのが、実施機関とちゃんと対話してくださいというような形で、ＪＢＩＣの

評価なりということはきちんと返答していなかったという事例もありますので、やはりガ

イドラインでちゃんと書いていただくことが重要なのではないかと思います。 

○原科座長 この件、よろしいでしょうか。 

○事務局（杉本） この点については、適切かつしっかり取り組んでいくということはお

っしゃるとおりだと思いますけれども、そのやり方については、前回の議論でもありまし

たように、我々としてはやはり事業のオーナーシップというのを一番に出していかなけれ

ばいけないのではないかと考えています。この事業をだれが責任を持ってだれがやるのか、

借款の場合には借金ですので、それを借りて返していくという責任を含めて一体だれのも

のなのかということをきちんと認識して、その認識を高めていってもらわないと、またそ

れを促すような形でやっていかないと、物事が中長期的に見て長続きしていかないのでは

ないかというのが基本的なスタンスです。ですので、おっしゃられたように結果的に一部

まどろっこしい対応になってしまっているようなところがあるとすれば、そこは我々の方

でも引き続き努力していく必要はあると思っていますが、基本的には、そういった情報を

外部からの御提供及び我々の内部での発見という中で把握した場合には、できるだけ速や

かにそれを解決する方向で働きかけていくということだと考えています。 

 その情報の入手をどうしていくかということについては、一方では改善の必要性はある

のかなと思っておりまして、実際、現地調査でも、Ｌ／Ａの承諾後、モニタリングといい
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ますかフォローについて結果的に十分ではないものがありましたということを御報告して

おりますが、それに対しては、環境レビューで一生懸命、あれをやります、これをやりま

すというところを合意して終わり―終わりではないですけれども、そこまでは一生懸命

やるけれどもその後は、ということではなくて、その後もきちんと継続的にモニタリング

していく、その中で何か問題があればきちんとアンテナに引っかかるような形でフォロー

アップしていくという取り組みもあわせた上で取り組んでいくということを今後の取り組

みとしては考えている次第でございます。 

○原科座長 御意見に沿った形で取り組んでいきたいという御説明だと思います。ただ、

この文言、規定でそういうことをうまく表現できるかどうかですね。このままでいいかど

うかということはあるかと思います。私は、今のことをやっていただくことはこの規定で

も対応できると思いますけれども、御意見を出された方はその辺が心配だとおっしゃって

いるわけですね。それはどうでしょう。何か表現はありますか。 

○事務局（杉本） やはり日本に比べると途上国ではいろいろと物事をやっていく上での

問題は多いと思うのですが、そういった問題にどう対応していくかということも、一種の

キャパシティビルディングになっていくのだろうと思いますし、そういった中で、事業の

建設段階から運営に入った後のマネジメントもその後に来るのだろうと思っています。で

すので、そういったものを我々としてもできるだけサポートしながら、しかしあくまでも

正面に立って対応していくのは事業のオーナーである必要があります。事業も、別にＬ／

Ａを結んだら終わりではなく、完工したら終わりではなく、その後、インフラならインフ

ラとしてきちんと運用されていく必要がありますので、そこはやはり矢面に立って頑張っ

てもらうということが中長期的に見て必要だと思います。ですので、ある意味、短期的に

見ると第三者が出ていってやってしまった方が早いということはあるかもしれませんけれ

ども、長期的に見ると基本的なあり方を結果的に歪めることになると思っておりまして、

一義的には実施機関なり相手国に矢面に立って頑張ってもらう、それをできる限りいろい

ろな形でサポートしていくということかなと考えております。 

○原科座長 そういう意味では、基本的には支援をするということですね。オーナーシッ

プは向こうなので、それを支援していく役割だという位置づけですね。それを事業のライ

フサイクル全体にわたっていたしましょうということで理解しているのですが。ライフサ

イクルというとちょっと長過ぎるかな。マネジメントサイクル全体ですね。 

 ２人手が挙がりました。では、続けて田辺さん、どうぞ。 
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○一般参加者（田辺） ＪＡＣＳＥＳの田辺です。 

 今おっしゃられたポイントは実は既にガイドラインに書いてありまして、「実施主体者

による適切な対応を促す」と現行ガイドラインに書いてありまして、そのような対応を今

後もとっていくということなのだろうと思います。 

 このステークホルダーがＪＢＩＣに働きかける状況をもう少し考えていただきたいなと

思っておりまして、このオリッサの件につきましても、既にステークホルダーが実施機関

に何度も働きかけを試みて、それでも実施機関が全く対応しないという状況の中で、どう

しても何とか意見を言いたいということでＪＢＩＣにデータを出しているわけです。ステ

ークホルダーが融資機関であるＪＢＩＣにまで働きかけに来るという段階で、実施機関と

の協議がきちんと継続しているのであれば、それは引き続き協議を継続してくれという対

応もあるかとは思うのですけれども、基本的に状況としてはそういった状況ではない状況

もあるというところは背景として考えていただきたい。 

 それから、実施機関としてのプロジェクトの評価と新ＪＩＣＡとしてのプロジェクトの

評価というのは、やはり別の主体であるので、評価が同じこともあるだろうし、違うこと

もあるわけですね。そういったときに新ＪＩＣＡとしての説明責任をどうとるかという話

だと思うのです。 

○事務局（杉本） おっしゃる趣旨はよくわかりますが、そこでお金を出している側が何

かしらの評価をするということは、お金を借りて事業を実施している側にとっては想像以

上に大きい話ではないかと思います。特にそれがネガティブなものであれば、それが一た

ん出てしまうと、幾らそれを後から時間をかけて改善していっても記録として残ってしま

いますので、そこはやはり我々としては非常に慎重にならなければいけないところだろう

と思っています。ただ、一方で、ガイドラインにもありますとおり、そういった働きかけ

をしても最終的に改善がなされない場合には、極端なケースですが、融資の停止も含めて

そういった措置をとり得ることもあるというところは一方でレバレッジとしてきかせてい

ますので、その間でどううまく物事をあるべき方向に進めていくかというのを、我々、後

ろというか陰というか横から取り組んで継続的にやっていくということだと思っています。

個人的には気持ちはわかるのですが、やはり我々が何かを言うことのインパクトというの

は非常に大きいところがありますので、そこは十分慎重になる必要があると考えます。特

に、お金を借りているとはいえ、実際に事業をやるのは相手国政府ですから、その関係に

も配慮する必要はあるのかなと思っている次第です。 
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○原科座長 ということは、公にする評価というのは確かに大変影響がありますけれども、

レバレッジをきかせるということは、非公開な形でいろいろ、アドバイスですかね。だか

ら背景に評価があるわけですね。だから、評価を全くしないわけではない。 

○事務局（杉本） ですので、もちろん相手と話をしていく中で、その時点で我々はこう

いう問題についてこうとらえていて、このように改善していく必要があるのではないか、

こういう意見もあるぞというような話は当然ながら問題が発生すれば随所でやっているわ

けですが、問題が起こる場合には、いろいろな背景や経緯があって起きていることが多い

ので、そこまで含めての形でないと情報がゆがむということもあろうかと思いますので、

情報の出し方については十分気をつける必要があるのではないかと考えています。 

○原科座長 公開の仕方は慎重に行いたいけれども、しっかり助言はしたいということで

よろしいですね。 

 それに対して、今の御意見は、そういうことをしっかり公開してもらいたいということ

になりますか。 

 ほかにフロアからもう１人、どうぞ。 

○一般参加者（波多江） FoE Japanの波多江です。 

 今の議論を拝聴しておりますと、事業者がやることについて新ＪＩＣＡさんがどのよう

に働きかけるかとか、そういった点に焦点が当たっているかなと思うのですけれども、こ

のＮＧＯ提言を出させていただいた趣旨としましては、例えばＪＢＩＣのガイドラインの

中では、８ページの「本行の環境社会配慮確認にかかる情報公開」というところで、一番

最初に「ステークホルダーからの情報提供を歓迎する」とあるわけです。環境レビュー中

に。それに対して、例えば現地の住民などがいろいろと抱えている問題をＪＢＩＣさんに、

要望書であるとか、普通にレターであるとか、そういう形で提出することがあるわけです。

例えば、私が知っている例では、フィリピンのパッシグ・マリキナ川改修事業などでも要

望書を出していまして、片やＪＢＩＣさんからは、「受け取りました、ありがとうござい

ます」というような回答が来ているとか、あるいは、またフィリピンになりますが、アグ

ノ川の灌漑事業についてもいろいろと要望書を５～６ページにもわたって住民の方が出し

ているにもかかわらず、その問題点についてはほとんど触れないで、ＪＢＩＣとしてはガ

イドラインを遵守して問題を見ていきますというような非常に短い答えで終わっているわ

けです。片や「ステークホルダーからの情報提供を歓迎する」と言っているにもかかわら

ず、その後そのステークホルダーの方への説明責任というものをもう少し果たしていただ
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く必要があるのではないかという問題意識からこのＮＧＯ提言を出させていただいている

ということを一言申し上げたいと思います。 

○原科座長 受け取って、それに対して受け取りましたと言うだけではなくて、中身をど

う対応しますということを御説明してもらいたいと。 

○事務局（杉本） １つにはタイムフレームのところでの意識もあるのかと思うのですが、

こういった問題については、特に波多江さんがおっしゃった後者の案件については以前か

らいろいろと問題を指摘されているようなもので、一朝一夕にはなかなか解決しないよう

なものかなと思います。もちろんできるだけ早い解決を目指して我々も我々なりに努力は

しているつもりなのですけれども、暫定的とはいえ受け取った時点で何かしらの判断を示

すということが、その後のいろいろな、実施機関なり相手国の問題を解決しようというや

る気等々も含めて影響があるということもあるのではないかと考えます。その意味では、

情報が一人歩きすることのないよう、短期的にはそういった対応をさせていただいている

ということもあるのだろうと思います。ただ、物事を何とかして改善していこうというこ

とで取り組んでいるところはありますので、我々からという形になるか、むしろそういっ

た方には実施機関なり相手国からということになるのかもしれませんが、問題の改善状況

については何かしら進歩があればそこで出していくというような形なのかなと思います。

繰り返しになってしまいますが、問題が一朝一夕には解決しないというところで、短期的

には情報管理といいますか対応ぶりには気をつけなければならないと考えています。 

○原科座長 おっしゃるとおり、即答は難しいと思います。ですから、情報を受け取って、

受け取りましたというレスポンスは普通だと思いますけれども、その後のフォローをすれ

ばいいわけですね。そのフォローがないとおっしゃっているのです。そのフォローをしっ

かりやるようにお願いしたいと思います。だから、受け取って、それを実施者に伝えると

か、そのようなことをしていただいて、それで相談して、適切な対応を求めていくとか、

そういうことはその場でも答えられますね。それが例えば数カ月たってどうなったか伝え

ていただく。そういうのではだめなのですか。 

 フロアから手が挙がっています。どうぞ。 

○一般参加者（満田） 地球・人間環境フォーラムの満田です。 

 今のお答えの中で、ＪＢＩＣが地域住民等のステークホルダーからレターを受け取った

ときに実施機関を通じて回答することもあるというようなことをおっしゃったような気が

したのですが、それは違っていて、ステークホルダーはＪＢＩＣに向かって何かを言って

 13



いるわけですよね。それは直接ＪＢＩＣさんからお返しになるのが普通の対応ではないか

と思いました。それはもちろん即答できないこともありますが、最終的には何らかの形で、

指摘された具体的なポイントについては、例えばこういう理由でクリアしたと思っていま

す、あるいは継続的に取り組みを続けますなどの回答はあり得ると思います。とりわけ環

境レビュー中に受け取った意見は非常に重視されるべきだと思っています。要は、住民の

人にしてみれば、先ほど田辺さんや波多江さんが言ったように、普通であれば最初は実施

機関と会話をしようと試みるのでしょう。それがうまくいかないから、最後の手段として

ＪＢＩＣに何らかのレターを書くわけですよね。それを環境レビュー中に受け取ったから

には、ＪＢＩＣさんとしては当然環境レビューに生かしていくという手続になると思うの

ですが、住民の人にしてみれば、知らない間に融資が決まっているということも今の運用

では起こり得るという指摘なわけです。それを何とか改善してほしいという提言になって

います。 

○原科座長 そういう対応では難しいというか、それでは適切ではない場合があるのでは

ないかと。特に環境レビュー中の場合はＪＢＩＣが対応している段階だということなので

すが、いかがでしょうか。 

○事務局（廿枝） 情報提供していただいたことについての謝意と、確かに受け取ったと

いうアクノリッジをお伝えするというのは、これはそもそも礼儀としてまずやるべきこと

でございますし、我々の今の運用でそういう基本的なところが徹底されていないとすれば、

今日明日からそこは周知徹底したいと思います。 

 それで、最終的には、外部の方から御指摘やら御意見やらいただいた一つ一つのポイン

トについてどう対応したのかということについてもきちんとお答えしていくのだろうと。 

 ただ、往々にしてそういう場合というのは、そういう御指摘を含んだレターを持って

我々が実施機関に行くと、それは違う、それはそもそも誤解だというような話から始まる

わけです。ですので、ガイドラインに照らして、あるいはその他我々の方針に照らしてこ

れは明らかにおかしい、事実として実施機関の方も確かにそこは抜かりがあったと認める

のであれば、それはすぐに対応してくれ、善後策をとってくれということで、それはそう

いうふうにしました、実施機関もそういうふうにすると言っていますということをレター

の中でお伝えすればいいわけですけれども、問題は、実施機関が違う意見を持っている、

違う事実認識を持っていると主張している、どうもいただいた御指摘や御意見とは違うよ

うだと。ここについては、我々としては、その点については我々も実施機関にあなた方と
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きちんと話をするようにとお願いしてあるのでぜひ話してほしいということをお伝えせざ

るを得ないと思うのです。我々は別に裁判官ではないので、あなた方の言い分を聞きまし

た、それを持って今度は実施機関の言い分を聞きました、結局我々としてはどちらが正し

いと判決を下しますというようなことを、行って来いの１回のやり取りでできるわけでは

ございませんので、そこはガイドラインの精神にのっとって、見解が分かれる部分につい

ては対話を促す、それは実施機関の方にも対話をするように強く申し入れる、そういうこ

とを行いましたということを、アクノリッジの次の最終的に回答するレターの中ではお伝

えするということなのではないかと思います。 

○原科座長 中山委員、どうぞ。 

○中山委員 私の個人的な経験もあるのですが、公共事業を実施するときに、用地を提供

していただける方というのは非常に大事なのです。そういう人たちの理解を得て実施する

というのが大前提でありまして、私もダム、河川、道路も担当していましたが、当然そう

いう人たちの意見を聞いて合意を得て進めるべきなのですが、ただ、我が国でもトラブル

は結構あるのですが、途上国ではそういうことがなければいいのですけれども、よくある

と思うのです。ＪＢＩＣさんとしてどうやって対処するかというのは、私は、多分書いて

あることが最大限度かなという気もいたします。やはり最終的に実施しているのは事業者

ですから、事業者がそういうふうに意識を持っていただけるように働きかけることぐらい

しかＪＢＩＣとしてできないのかなという気がいたします。 

 それでお願いですが、書いてあるのはこれでいいと思うのですが、先進事例でもないで

すけれども、我が国の例えば東京都とか国土交通省の道路を実施しているところとかはか

なり地元に対してコンセンサスを得る努力をしています。そういった事例も少し紹介して

いただいて途上国のレベルを上げていただかないと、この問題はなかなかすぐには解決し

ないと思います。ただ、問題はいろいろあるでしょうけれども、表現はこれでいいと私は

思います。 

○原科座長 記述はこれでよろしかろうと。ただ、先進事例を示してもらうことで補完で

きないかという御意見です。 

 どうぞ。 

○福田委員 ２点ほど申し上げたいと思います。 

 １点は、今ずっと議論はＪＢＩＣの対応に集中していますが、ＪＩＣＡ側でも同じよう

な問題があるのです。例えばＪＩＣＡのガイドラインの３．１．２というのがありまして、
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要請段階でどのような情報公開を行うかということが書かれています。カテゴリＡの要請

案件については一定期間ホームページで事業概要を公開する、そして外部からの情報や意

見を収集して外務省への提言に反映するという文言があります。これについて私は一回Ｊ

ＩＣＡさんに意見を出させていただきました。これについては何の反応もありませんでし

た。提言に反映されたのかどうかもわかりません。恐らく外務省への提言を見る限りは一

切反映しなかったということだと思うのですが。そうすると、今、ＪＢＩＣの皆さんの対

応というのは基本的には何かしらのアクノリッジメントは出しているという前提で話され

ていますけれども、ＪＩＣＡについては何の反応もない。提言に反映しなかったようなの

だが、なぜ反映しなかったのかも我々にはわからないという状況で現在のＪＩＣＡのオペ

レーションは成り立っているということを１点申し上げたいと思います。 

 もう１点ですが、環境レビュー中に寄せられた意見についてどのタイミングでどのよう

な返答ができるのかというのは実は難しい問題があって、まさにもらった瞬間からその情

報を確認し、相手方の対応を見極めるということが少しずつ進んでいくというプロセスが

あるわけですから、その段階で返せることは確かに限られていると思うのです。ただ、実

際に案件の審査がどんどん進んでいくに従って、どこかの段階で、これは大丈夫でしょう、

融資をしてもオーケーでしょうということをＪＢＩＣとして判断するタイミングが来ると

思うのです。この段階で、ＪＢＩＣとしてどういう理由でこのプロジェクトに融資しても

いいと考えたのかということについて説明責任を果たさなければいけないのは、事業の実

施主体ではなくてＪＢＩＣのはずだと思うのです。これはＪＢＩＣの融資について皆さん

意見を寄せられているわけであって、事業そのものがいいか悪いかというのは現地国が判

断すればいい話ですが、その現地国で行われる事業についてＪＢＩＣが融資するという判

断の是非についての見解を聞きたいというのがＪＢＩＣにわざわざレターを出す理由だと

思うのです。例えば１つのやり方としては、一たん返事を出しておき、物事が進んだ段階

でまた返事を出すということもあるでしょうし、もう１つのやり方としては、今、契約締

結後の情報公開として行われている中で環境レビューの結果を出しているわけですが、こ

の内容を充実していくということも内容としてはあり得ると思うのです。この議論は実は

既に前回の議論でありまして、今の事前事業評価表の中に出ている環境レビュー結果の内

容をどうやって充実していくかということは前回議論したのですが、必ずしもその中で明

確でなかったと思うのですけれども、どういった意見がこの事業の環境レビュー中に寄せ

られ、それについてＪＢＩＣがどのように判断したのかということをその中に必ず明記す
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ることで、この点について実際に意見を寄せた人に対するレスポンスが可能なのかなとも

思います。 

○原科座長 そうするとこの前の議論に戻りますね。最後の段階できちんと、こういった

質問に答えられるレベルのものを公表してもらいたいということですね。 

○事務局（廿枝） 今の福田委員の２点目ですが、結論から言うと、おっしゃったように、

前回の委員会でもございましたが、カテゴリＡ案件については現状の私どもの事業事前評

価表における環境レビュー結果の公開情報を相当程度充実させる方向で検討したいと申し

上げましたけれども、その一環として、今この場でも御議論があったような、ガイドライ

ン上で外部からの意見を歓迎しますと言って、ぜひ我々の環境レビューの判断の参考にし

てほしいということで、外部から寄せられた御意見について、どういう御意見があって、

それについて我々としてはこのように判断したといいますか、こういう御意見については

こういう対応をとったとか、今後こういう対応を実施機関にとっていただくことで合意し

たといったような感じのことを環境レビュー結果の公開情報の中に盛り込むという方向で

検討したいと思います。 

 ただ、１点だけ申し上げたいのは、実際問題として、現状の我々のオペレーションで

我々が審査している途中にいろいろ外部から寄せられた意見を放っておいているというこ

とはないはずなんですよ。さっき田辺さんがおっしゃったインドのオリッサ州の植林事業

でも、当時たまたま私がインドの担当課長をしていましたけれども、私もそのために追加

で２回ぐらいインドに飛んで―要は、インドのオリッサ州森林局が我々に直接意見を言

ってくださった現地のＮＧＯの方と対話したくないと言い張るのを説得するためだけに２

回もインドに行って、さらには、また別のスタッフを派遣して実際の対話の場をアレンジ

して、我々もそこにオブザーバー参加してということをやって、それで初めて我々はその

案件の環境レビューを終えて、日本政府に対して、この案件は円借款を出してもいいと思

いますよという我々なりの評価をようやく出したということです。ただ、問題は、その時

点で公開できるかというと、その後は今度は日本政府による閣議に上げるか上げないかと

いった検討が始まるものですから、その段階ではそういう情報は外には出しにくいという

ことで、先ほども申しましたように、カテゴリＡの件については、ローン・アグリーメン

トを結んだ後速やかに公開することになっている環境レビュー結果の中にそういうことを

盛り込んでまいりたいと思います。 

○原科座長 審査プロセスの透明性を高める工夫が必要だと思います。今のやり方をさら
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に改善するにはどうしたらいいか。ＪＩＣＡには審査会がありますので、そういう場での

議論につながってくると思います。 

○事務局（渡辺） 福田委員御指摘の１点目でございますけれども、何も反応しなかった

ということについては大変失礼いたしました。これについては今後対応を改善したいと考

えております。 

○原科座長 では、ＪＢＩＣがやっておられるようにきちんと対応していくということに

なると思います。 

 ほかにございますでしょうか。 

○清水委員 この議論について、新ＪＢＩＣ・ＮＥＸＩのコンサルテーション会合で話し

たときには、今、新ＪＢＩＣ・ＮＥＸＩの方では改訂の方向性というものが出ていますけ

れども、この点につきましては運用の改訂ニーズは認識するという方向性が出ております。

そういう意味では、今、廿枝さんがおっしゃったような、事前事業評価表において、環境

レビュー中に受け付けた意見については意見とその対応もしくはＪＢＩＣの判断を盛り込

むということで、それはそれでいいと思うのですけれども、やはり運用の問題として、先

ほど福田さんがおっしゃったように、環境レビュー中に意見を受け取ったときにＪＢＩＣ

としての意見を言えるときと言えないときと、いろいろな段階があると思うのですけれど

も、今後の問題として、言えるイシュー、言える段階の場合は、レターの返信として「受

け取りました。ありがとうございます」という以上のことはしていただけるということで

しょうか。つまり、今まででしたら、私、円借款の例を余り知らないのですけれども、国

金の場合ですと、レターを出したときに、「ありがとうございます。御意見を受け付けま

した」というような一言でレターの返信が終わっていて、その後、環境チェックレポート

の中でも意見を出したポイントについて何も触れられていなかったという事例があったの

です。円借款の方については、私、最近の事例を知らないのですけれども、今後、環境レ

ビュー中に意見が出たときに、イシューによって、段階によって答えられること、答えら

れないことがあるとは思うのですけれども、それ以上の、今言った２つ以上の答えをして

いただけるというような方向性でよろしいのでしょうか。 

○事務局（廿枝） まず、環境レビュー中だろうがＬ／Ａ後のモニタリング段階だろうが、

そこは共通してですけれども、先ほど申しましたように、外部から御意見をいただいた場

合には、即座のアクノリッジメントと、その後それについてどのように我々なりの対応を

しました、我々だけではどうにも対応できない御意見が分かれることについては対応して
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いただくように促しましたというようなこと、フォローアップというものを、これは環境

レビュー中だろうがモニタリング中だろうが、それは行うようにしたいと思います。 

 ただ、問題は、さっきの話ですけれども、環境レビュー中に、アクノリッジはもちろん

できるとしても、フォローアップの回答をどのタイミングで出せるかということについて

は、先ほどの私がたまたまかかわったインドの植林事業みたいに実際に環境レビュー中に

現地のミーティングをセッティングすれば、ＮＧＯの方々もそういうふうに動いたという

のはわかるわけです。そういうふうにアクションで示すというやり方はもちろんあるわけ

ですが、アクションですぐ示すという場合ではない場合は、最低限はやはり環境レビュー

結果を公開するタイミングで、もちろん一般的にホームページで載せるわけで、ホームペ

ージに載せましたということを申し上げつつ、環境レビュー中にいただいたレターのフォ

ローアップとして、いただいた御意見についてはこれこれこういうふうにしましたという

ことを、Ｌ／Ａ後の環境レビュー結果を公表した直後のタイミングでお出しするというこ

とになるのではないかと思います。 

○原科座長 そのホームページに載せるとかフォローアップというのは、タイミングとし

ては一通り終わってからということですか。今の清水さんの御質問は、途中でちゃんとレ

スポンスしてもらいたいということを言ったのではないですか。 

○清水委員 途中でできることとできないことがあると思いますので、そこの線引きは難

しいかと思うのですけれども、環境レビューの途中であってもイシューによってはもしか

したらもう少し返答が可能な部分もあるかもしれない。そこは恐らくケース・バイ・ケー

スなのかなと思います。 

 今、廿枝さんがおっしゃったことはいいと思うのですけれども、実際の運用面で言いま

すと、ちょっと苦情みたいになってしまうかもしれないのですけれども、先日うちが、２

～３週間前ですか、ＪＢＩＣさんにお出しした要請書についても全く、受け取ったか受け

取らなかったかもわからない状態だったのです。その後、うちのスタッフが受け取ったの

でしょうかという電話をして初めて受け取ったということがわかりましたので、今おっし

ゃったような話をぜひ組織内で徹底していただきたいと思います。 

○原科座長 では、最低限のこともやっていなかったことがあったというような感じです

ね。それはぜひちゃんとやってください。 

 それでは、フロアから手が挙がっていますので、では後ろの方。 

○一般参加者（神崎） FoE Japanの神崎です。 
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 今、廿枝さんから前向きな御意見があったかと思うのですけれども、清水さんがおっし

ゃった意見と近いのですけれども、レビュー中に受け取った意見に対する対応というのは

恐らくケース・バイ・ケースで、その段階で何かしら回答を出せるものと、結果が出てみ

ないと、融資を決定する段階になってみないと出せないものがあるというのは理解します。

ただ、今、廿枝さんがおっしゃったような運用をしていただけるのであれば、そういうふ

うに対応しますということを、ガイドラインに記載するのかどうかわかりませんけれども、

きちんと明確にしておく必要があると思っております。そのあたりについて御意見を。私

としては、できればステークホルダーからの意見への対応という部分について新ＪＩＣＡ

はこうしますということをガイドライン上に明記してほしいわけですけれども、それはし

ないというのであれば、今、廿枝さんがおっしゃったような対応をするということを何か

しら残しておく必要があると思いますけれども、いかがでしょうか。 

○原科座長 今のような御回答であれば、そのことをガイドラインで明記しておいてもら

いたいという意見です。 

○事務局（廿枝） ちょっと今この場で、ガイドラインに入れる、入れないというのはな

かなか私ども判断がつきにくいのですが、ガイドラインに入れるとしたらどういう文言に

なるのかというようなことも含めて、いずれ中間報告の後に、今度は具体的なガイドライ

ンの文案の議論をこの委員会ですることになると思いますので、我々からガイドライン案

をお示しするときに、やはりこれはガイドラインに入れるようにしたいと思いますという

ふうに御提案するのか、あるいは、これこれこういうことでガイドラインには入れないけ

れども、運用上こういう形で確保するようにしますというふうにするのか、いずれにして

も、先ほど来私が申し上げたようなことについては実態としてはきちんと対応できるよう

な形で御説明できるようにしたいと思います。 

○原科座長 では、続けてどうぞ。 

○一般参加者（神崎） FoE Japanの神崎です。 

 今の廿枝さんの御意見はおかしいと思っていまして、まさにガイドラインにこういう内

容を入れるかどうか、盛り込むかどうかということをこの有識者委員会で話すのではない

でしょうか。 

○事務局（廿枝） 今は論点に関する議論を一通りしているところで、ガイドラインの文

案についての具体的な検討というのはまたこの後に、中間報告が委員会でなされた後、そ

れを踏まえて我々の方で具体的な文案を御用意して、それをこの委員会にお諮りしますの
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で、そのときに、入れる、入れないも含めて御相談させていただければという趣旨でござ

います。 

○原科座長 ちょっと私の方が申しわけなかったです。確かに有識者委員会で決めること

なので、この場で事務局が全部答えるのもおかしなことだと思いますから、それは注意い

たします。 

 ただ、可能性があるかどうかはいろいろお聞きしなければいけないので、両方検討した

いとおっしゃっているのは、やはり可能性はあると私は見ますけれども、むしろ有識者委

員会でそれは決めなければいけないと思います。 

 この件でほかにございますでしょうか。さっきの前の方、よろしいですか。 

 要するに、このレビューのプロセスの透明性をいかに高めるかということだと思います

から、その辺の観点からさらに議論したいと思います。 

 では、次に参ります。１７ページの下半分、③「地域住民等との協議」です。 

 左に書いていますように、現行では、「ＪＩＣＡは、カテゴリＡについては、開発ニー

ズの把握、環境社会面での問題の所在の把握及び代替案の検討について早い段階から相手

国政府と共同で現地ステークホルダーとの協議を行う。少なくともスコーピング時、環境

社会配慮の概要検討時及び協力事業の最終報告書案が作成された段階において一連の協議

を行う」。今度はＪＢＩＣの方ですが、「地域住民等のステークホルダーと協議が行われ、

協議記録等が作成されていなければならない」、「地域住民等のステークホルダーとの協

議は、プロジェクトの準備期間を通じて必要に応じて行われるべきであるが、特に環境影

響評価項目選定時とドラフト作成時には協議が行われていることが望ましい」。今現在は

このような記載になっております。 

 これに関しまして意見がいろいろ右の方に書いてありますけれども、ＪＩＣＡに関しま

しては、これはＪＪの方からの御意見、情報提供といいますか、「ステークホルダー協議

の方法について、会議形式以外の手法の方が適切な場合もある」。この「会議形式以外」

というのはどのようなことをお考えでしょうか。 

○事務局（渡辺） いわゆるマスミーティング以外にも、フォーカス・グループ・ディス

カッション等の方法があるかと思っております。 

○原科座長 大きな集会形式ではなくて、ワークショップみたいに個別にやるとか、そう

いうことですね。だから、会議には違いないけれども、大きな会議ではないという意味だ

そうです。 
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 それから、「計画の初期段階から情報公開を含むステークホルダー協議を実施すること

に対して、不法占有者の急増、土地の買占めや土地価格の高騰等、負の社会影響を及ぼす

可能性があることから相手国政府が難色を示すケースがある」。 

 フロアから意見、どうぞ。 

○一般参加者（満田） 地球・人間環境フォーラムの満田です。 

 このＪＩＣＡさんの２点に関しまして意見を申し上げさせていただきたいのですが、こ

の有識者委員会はあくまで環境ガイドライン改訂のための検討を行う場だと理解しており

ます。ＪＩＣＡさんの挙げられた、「会議形式以外の手法の方が適切な場合もある」、こ

れはもちろん私も賛成しますが、特段ＪＩＣＡさんのガイドラインに会議形式に限るもの

であると書いてあるわけでもないですよね。ですから、このポイントについて、一体ＪＩ

ＣＡさんがどういう改訂の意図を持って提案されているのかが私は理解できませんでした。

２点目に関しましても、まあこういうことはあるでしょう。非常に難しい話だと思います

が、だからといって、計画の初期段階から情報公開を含むステークホルダー協議を実施す

べきではないと、まさかそういう主張ではないと理解しております。 

 この論点表全般に通じての感想なのですが、ファクトとしては確かにそういうこともあ

ろうと。観察めいたポイントは指摘されて、それはそれで非常に興味深くて勉強になるな

と思うのですが、その結果、一体ＪＩＣＡさんとして何を改訂したいのかということをぜ

ひ明確にしていただきたいと思います。 

○事務局（渡辺） 論点の議論を始めるときに意見を言っていただきたかったと思ってお

りますけれども、この論点表そのものがどういうことを記載しているかと申しますと、既

にガイドラインの運用上から出てきている課題などを示しております。そういう意味では、

私どもがガイドラインの改訂が必要だと思っている事項のみを示しているものではないと

いうことを御理解いただきたいと思います。おっしゃるように、ここに書いてある２点に

ついてはむしろ運用上で考えるべきことと認識しております。 

○原科座長 では、改訂の必要なものだけではないということで情報が提供されていると

御理解ください。この２点は特に改訂のポイントにはならないという御説明でした。 

 では、フロア、どうぞ。 

○一般参加者（波多江） FoE Japanの波多江です。 

 今ここに挙げてあるもので、例えば運用上の課題を挙げられているということだったの

ですけれども、であればなおさら、実施確認調査のときにこういった課題をまず挙げてい
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ただくべきだったのではないかなというのを１つコメントとして言わせていただきたいな

と思いました。 

○原科座長 それはそういうことでありますね。 

○清水委員 運用上の課題ということでこの２点を挙げられたということなのですけれど

も、これだけで終わってしまいますと、では新ＪＩＣＡとしてこういう方向性で今後運用

するのかと思ってしまうわけですけれども、そういう方向性を示す割にはこれ以上のこと

も書いていなくて、また実際どういう事例があってどのように困ったかというようなこと

も書いていないので、ちょっと心配なのですけれども、そのあたりはどのように理解した

らよろしいのでしょうか。 

○事務局（渡辺） １点目のステークホルダー協議の方法については、マスミーティング

以外の方法もあると考えております。 

 ２点目につきましては、相手国からこういう指摘があるという課題は課題として認識し

ながら、では実際にステークホルダー協議でどういう説明をしていけばいいのかというの

を相手国と協議しながら考えていくべきものと認識しております。 

○原科座長 よろしいですか。 

 フロアから手が挙がっています。どうぞ。 

○一般参加者（神崎） FoE Japanの神崎と申します。 

 ＮＧＯからの提言の場合は、別途ＮＧＯ提言というものを出させていただいていまして、

そこに何でこの提言を出すかという根拠と私たちが感じている課題を別にまとめて、ここ

に書いてあるのはあくまでも、その課題を踏まえて、ではどうすればいいかという私たち

の考えを載せさせていただいているわけです。片やＪＢＩＣ・ＪＩＣＡさんの方は課題を

そのまま羅列されているだけというのでは、ではどうすればいいのかというのを委員の皆

様方で検討する取っかかりになりにくいのではないかと思うのです。ですので、このよう

な御認識があるのだとすれば、それを踏まえて何かしらそれを解決するための御提案をあ

わせてしていただいた方がよりよい議論ができるのではないかと思います。 

○原科座長 今おっしゃったことはもっともだと思いますけれども、今さら新しくという

のも困ると思うので。その辺はいかがでしょうか。 

○事務局（渡辺） それはこれからの議論の仕方についての話にもなりますので御意見を

いただきたいところですけれども、１つは、例えばこの資料はもうかなり進んでおります

ので、この資料はこの資料として、次に、今後こういう対応をしたいというような説明を
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するときに、なぜなのかというのを含めて資料を御用意させていただくというやり方もあ

ると思いますし、ないしは、資料の説明の中で少し、こういうふうに考えているというこ

とを説明しながら議論していくというやり方もあると思いますけれども。 

○原科座長 今のことでよろしいですか。時間的なこともありますので、今からきちんと

した格好で整理してとお願いするのは難しいと思いますけれども、ただ、ＪＩＣＡとして

は、基本的には現行のガイドラインのクオリティを高めたいという姿勢だと思いますから、

そういう観点からいろいろ細かいことを、個別のことも情報提供していただいているのだ

と私は理解しております。これはこの委員会が始まったときに、現行のガイドラインから

後退しない、一歩でも二歩でも進めるのだという、これは共通の認識だと思いますので、

その上でお考えいただきたいと思います。 

 それでは、１７ページの下の方、ＮＧＯの方の御意見、御説明がもしあればお願いした

いと思います。では、フロアからお願いします。 

○一般参加者（波多江） FoE Japanの波多江です。 

 この論点表の左側にＪＩＣＡさんとＪＢＩＣさんのガイドラインの該当部分が載ってい

るわけですが、ＮＧＯ提言の趣旨としましては、このＪＢＩＣさんのガイドラインの該当

部分も絡んではきますけれども、そこともう１つ、ＪＢＩＣさんのガイドラインの１３ペ

ージ、第２部に「社会的合意及び社会影響」という項目がございまして、そこに、「地域

住民等のステークホルダーとの十分な協議を経て、その結果がプロジェクト内容に反映さ

れていることが必要である」とございます。ただ、私たちがいろいろな案件を見ておりま

して、協議がなされているといっても必ずしもこの項目の趣旨が反映されていない、十分

生かされていないと感じることがございます。 

 事例を少し挙げさせていただきますと、灌漑事業などがありましたときに、ステークホ

ルダー、被影響住民ですね、農民が入っている場合に、協議が行われていたとしても、田

植え期であるとか収穫期に協議が開かれるばかりに農民が参加できないというような開催

時期についての問題があったり、住民の方が車で２時間かけていかないと行けないような

ところで協議が開かれている場合に、車を持っていない住民の方たちは行けないわけだし、

公共機関なども整っていない割とルーラルなエリアでやられる事業に関しては限られた方

しか参加できないというような状況があったり、それから、開催時期ですとか場所に問題

があるがゆえに、住民の一部、リーダーの方しか参加できず、そしてその協議の開催場所

には地元の有力者、地元の政治家、それから事業者側の方たちがたくさんいて、住民の方
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たちが発言しにくい場所であったというようなこと、あるいは、事業者の方が一方的に事

業のポジティブな面、例えば灌漑事業であれば、ここの皆さんの田畑が灌漑されますよと

いうことだけ伝えられて、水利費が課せられますよというようなことが伝えられなかった

場合、それは進行方法にかかわると思いますけれども、そのような場合。それから、ステ

ークホルダーが意見を言ったとしても、その意見を聞きおくだけで、その意見に対する対

応がとられない場合、あるいはＥＩＡに反映されていない場合、そういったケースを私た

ちは幾つかの案件を見てきて経験しています。 

 こうした協議の形骸化を防ぐために、また第２部で事業者に求められている要件をしっ

かりと新機関が確認されていくためにも、第１部の中で、新ＪＩＣＡが地域住民との協議

において主要なステークホルダーが自由に意見を表明できるようなことに配慮しながらさ

まざまな側面を確認の対象とすべきであると考えております。こうしたことからここに書

かせていただいているような提言をＮＧＯからさせていただきました。 

○原科座長 今御説明になったようなうまくない事例がいろいろあるということで、ここ

にございますように、「現地の言論の自由の保障状況など公正な協議を担保する条件に配

慮しながら、協議の開催時期・場所、参加者、進行方法、主要なステークホルダーの意見

とこれに対する対応など協議の実施状況を審査し、協議が適切に実施されたか否かを確認

する」という御意見が出されたところでございます。 

 この点はいかがでしょうか。 

○事務局（杉本） どうもありがとうございます。 

 今、波多江さんから御指摘いただいた点は、現在我々が環境審査室も入って環境レビュ

ーを行っていく場合に最も重点を置いている点の１つと言っていいかと思います。論点整

理のＪＪの箇所にも大筋は書かせていただいておりますけれども、単にクエスチョネアで

住民協議をやりましたかということで、イエス、やりました、確認以上、というような対

応ではありません。まずは議事録を出してもらわないことには納得しませんということで、

ただ口頭でやりましたということでは話を前に進ませないというところから始めまして、

その中で、一体どこで何を話して、何人ぐらい人が参加してというようなことは、議事録

なり、どこでやったかということを地図上で確認していくということをやりつつ、その内

容が実のあるものであるのかどうかということをできるだけ確認していこうということで

取り組んでおります。ですので、ＪＢＩＣ第２部の―第２部ですと実施機関がやること

ではありますが、ここに２行で簡単に書いておりますけれども、実際にはそれ以上のこと
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をやっているのかどうかということは確認していますし、ファクト・ファインディングな

りアプレイザルの時点で合意形成が不十分であるということであれば、期限を区切って、

いついつまでにこういう形式で追加の協議を開催して、その議事録を遅滞なく送るべし、

それが来ないと融資の意思決定ができませんよというような対応を講じている例も、ちょ

っと案件名は思い出せませんが、実際にはございます。ですので、現時点ではどういう書

きぶりが良いのかということは難しいのですが、実際に今申し上げましたようなことは実

際に取り組んでいますので、そういったことを表現するような形で２部なり１部なりに追

記していくということはできるのかなと現在は考えております。 

○原科座長 では、今御提案の趣旨に関してはほぼ現実にＪＢＩＣで今進めておられると

いうことでございますので、そのことが明確にわかるようにガイドラインの記載を工夫し

たいと思います。 

○事務局（杉本） もう１点補足ですが、この１７ページのＮＧＯさんからいただいてい

るご意見に関し、現地の言論の保障状況という点、具体的には、今御指摘のありましたよ

うに、その会議が実質的に直接事業の影響を受ける被影響住民の人たちを中心として実際

に一方通行ではなくて双方向の会議ということで成り立つようなものなのかどうかという

ところを１つの例として挙げていただいたのだと思いますけれども、そういったところ、

構成人員についても当然議事録の中で確認しているところではあるのですが、ただ一方で、

非常に相対的―相対的という言葉が適切かどうか分かりませんが、とりようによっては

微妙な話かなと思いますので、この辺、ガイドライン上に書くのか書かないのか、書くの

であればどのように書くのかというのは、相手側もそれをもとに第２部ではいろいろと準

備を進めていくというところではありますので、そこは注意する必要があるのかなと、読

ませていただいて感じた次第でございます。 

○原科座長 では、表現の方法は少し工夫が必要だということだと思います。これはこの

委員会の中でよく議論いたしましょう。 

 堀田委員、どうぞ。 

○堀田委員 今の点に関連して、これは意見といいますか感想なのですけれども、実際に

いろいろと現地で地域住民との協議が行われて、その住民の方がそこでいろいろと表明さ

れる懸念に対して、調査の担当者の方がそういった意見を聞いて、その結果、そういった

懸念が顕在化しないような計画づくりもして、最終的にそういった事業の案につながって

いくのだと思いますけれども、実際に地域住民との協議がある程度適切になされていたと
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しても、記録のとどめ方ですとか、その記録の活用の仕方がまちまちになっているという

現状はあるのかなと思います。もちろん、すべての住民との対話を一字一句記録にとどめ

てそれを公開するといったようなことは非現実的だと思いますけれども、実際に幾つかの

案件では議論の公表された中身が余りにも要約され過ぎていて、非常に重要な住民の方た

ちとの話の中で出てくる細部が後でその情報を読んだ人にとってなかなかわかりにくくな

っているような例もあるのではないかと想像いたします。実際には、議論が適切になされ

ているのであれば、事業がもう少し進んだ段階で、例えば、何年前にこういった意見を言

ったのだけれどそういった心配は本当に顕在化しないんでしょうねとか、あれに対しては

事業のプランナーがどういう対応をしてくださっているのですかというような住民の方か

らの直接の問い合わせがあったときにでも、その当時のステークホルダー協議の中身と当

時つくられた計画との対応をシステマティックに記録にとどめていけば、その後の段階で、

環境レビューのときもそうかもしれませんけれども、それが本当に実現しているかどうか

というチェックも容易になると思うのです。ですので、住民の方たち、あるいはステーク

ホルダーの方たちとの対話の中身の詳細をとっていくというのは確かに作業としては大変

な面がありますけれども、そこはある程度系統的に行うことによって、その後の計画づく

りにもっと積極的に活用していく方法があるのかなと思います。 

 つけ加えますと、えてして実際に計画づくりを行った方なんかは直接住民の方とお話し

になっていますから、頭の中にどうしてこの計画の細部が必要なのかという根拠があるわ

けですけれども、その事業の違う段階で担当される方がかわったり実施する機関が変わっ

たりすると、どうしてもそのあたりの情報の受け渡しが難しくなってくる。例えばフィー

ジビリティ・スタディを新ＪＩＣＡが担当して、その後、詳細設計等のほかの段階を違う

実施機関が担当したときに、いろいろと設計をやっていく中で、当時住民の方たちがこう

いう懸念を持っていると聞いているのだけれど、これは実際のところどういう文脈なんだ

ろうということを知りたくなったときに、そういった情報がそこに存在しているような体

制をつくるのが望ましいのではないかなと思います。 

○原科座長 大変重要な御指摘だと思います。やはりそういったきちんとした記録をする

ことが原則だと思います。そのとおりですね。私はＪＩＣＡの具体事例の調査に同行いた

しまして、フィリピンで拝見しましたが、その場合には大変克明な記録をとっておられた

と思います。そういうことを実際にやっておられるので、その考え方をぜひ続けていただ

きたいと思います。 
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 どうぞ。 

○福田委員 今議論されている点については、ちょうど私たちがこの後で飛んでください

と言った、２９ページにある環境アセスメントなり、あるいは、住民移転計画等を作成す

る際に行われた協議の記録について公開してくださいという論点があるのですが、まさに

そこの問題意識につながっていくところですので、その点についてはこの議論が終わって

からもう一度議論させていただきたいと思います。 

○原科座長 よろしいでしょうか。 

 それでは、先に進みます。「地域住民等との協議」はこの辺でよろしいですね。 

 では、次へ参ります。１８ページに移りまして…… 

○福田委員 済みません、ヒューマンライツ・ナウからの論点というのがそこに１つ、１

８ページの頭にあります。 

○原科座長 言論の自由、ＨＲＮの。 

○福田委員 はい。 

○原科座長 では、これを御説明ください。これは先ほど御意見をいただいたことと同じ

ようなことではないのですね。では、もう１回お願いします。こちらの団体の方、どうぞ。 

○一般参加者（鈴木） ヒューマンライツ・ナウの鈴木と申します。 

 先ほどのＮＧＯ提言の中に入っていることと基本的には同旨のことではあるのですが、

議事録で、その会議の開催状況だけを確認してもわからない面もあるのではないかと。要

するに、その地域の中で被影響住民が自由に発言できる雰囲気があるのかということは、

もう少し広く地域の状況を見ていかないとわからない部分がありまして、そのようなこと

も含めて配慮していただきたい。 

 あと、１４番に人権のテーマもありまして、そこに現行のガイドラインを引用されてい

るのですが、ＪＩＣＡの方については、「人権に関する国別報告書や関連機関の情報を入

手するとともに……状況を把握し、意思決定に反映する」ということが現行でも書いてあ

るわけですが、そのようなことを実際によくやって、ステークホルダー協議が実質的にス

テークホルダーが発言できる雰囲気になっているのかというのを確認していただきたいと

いうのが趣旨です。 

○原科座長 ありがとうございました。 

 この件はいかがでしょうか。 

○事務局（杉本） 先ほどの私の説明が若干舌足らずだったかもしれないのですが、議事
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録等々で確認するのに加えまして、全員というわけにはいきませんけれども、そのうち

我々がメインだと考える被影響住民の人たちは、実際にそこを訪ねて、どうなのかと話の

裏をとるということも、できる範囲で今は対応していますので、そういったことについて

は引き続いて継続するとともに、できるだけ拡充するような形で取り組んでいきたいと思

います。 

○原科座長 ということで、ＪＩＣＡと同じようなことでやっていく、実際にやっておら

れるということでございますので、そう明記するようにいたしましょう。 

 それでは、次に参ります。１８ページ、④「初期段階でのステークホルダー協議を行う

ための枠組み合意」。 

 現行の規定では、「ＪＩＣＡは協力事業の初期段階において、現地ステークホルダーと

の協議を行うための枠組みについて相手国政府と協議し合意する」と。 

 これに対する御意見の御説明をお願いいたします。 

○福田委員 この④と⑤については、再び協力準備調査に関する論点ということに新しい

制度のもとではなってくるので、これも飛ばすということでお願いしたいと思います。 

○原科座長 後でまとめてやってもらいたいということですね。それでは、協力準備調査

にかかわることだということでございますので、後にいたしましょう。 

 では、⑤「その他」。 

○福田委員 ④、⑤、両方です。 

○原科座長 それでは、ステークホルダー協議は終わりまして、飛びますね。２９ページ

に参ります。Ⅴ「カテゴリＡ案件に必要な環境アセスメント報告書」で、１の「情報公

開」。 

 現在の規定は、「環境アセスメント報告書には、別表に示す事項が記述されていること

が望ましい」、そして別表では「環境アセスメント報告書には以下の項目が含まれるべき

である」、途中を略しまして、最後に「協議会の記録」と、こういう記載になっておりま

す。 

 では、これに対して御意見をお願いします。 

○福田委員 この点はまさに先ほど堀田先生からお話があった点につながってくる問題で

す。先ほど来、実際にプロジェクトの影響を受ける方々から意見が出された場合、それは

まずは事業主体が一義的に責任を持って対応すべきだろうというお話があったと思います。

それは全くそのとおりだと思っております。 
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 問題は、実際に適切に協議が行われたかどうかということをどのように確保していくの

だろうということになって、その一環として、先ほど、ＪＢＩＣとしてこういう審査をし

たらいいのではないかという提案についてお話しさせていただきました。これもその一環

になりますが、実際にステークホルダーとの協議がどのように行われているのかというこ

とをきちんと文書として公開していただきたいというのがここの論点であります。 

 現行のガイドラインではどうなっているかということですが、まず環境アセスメント報

告書については、ＪＢＩＣの第２部にカテゴリＡの案件についてはこういう環境アセスメ

ントをつくってくださいという規定がありまして、この中で協議記録等の作成が義務づけ

られております。それから環境アセスメント報告書の公開も義務づけられています。ただ

し、その公開されるべき環境アセスメント報告書に何が含まれるのかということについて

は、ここに書いてあるように「望ましい」という規定になっていて、この望ましい中に協

議会の記録が含まれている形になりますので、実は、協議記録については、作成は義務づ

けられているが、公開されるかどうかは必ずしも義務づけられていないというのが環境ア

セスメント報告書に関する現状であります。 

 それから、住民移転であるとか、あるいは先住民族に関する配慮等について計画が作成

されている場合がありますが、これらについては実は現行のガイドラインには特段の規定

はございません。住民移転計画については、大規模な非自発的住民移転を伴う場合には基

本計画を提出するようにということがＪＢＩＣのガイドラインには含まれていますが、こ

の内容についての規定はございません。適切な参加が対策の立案において促進されていな

ければならないという文言はありますが、特段、協議をやらなければならないであるとか、

協議記録を公開しなければいけないというような規定はございません。先住民族について

は、今のところ、先住民族に影響を与える場合にどのような計画をつくらなければいけな

いかということについての規定はガイドラインには盛り込まれていません。住民移転や先

住民族に影響を与える場合にどのような計画をつくるべきなのかという論点についてはま

た後ろの方で第２部の話として出てきますので、その場で議論させていただきたいと思い

ます。 

 ここでのポイントは、実際にそれらの文書が作成される途中に行われたステークホルダ

ーとの協議の記録を公開することで、きちんとステークホルダーが、特に協議に参加した

ステークホルダー、あるいは外部の第三者が、適切な協議を行われたのかどうか、それか

ら協議で表明されたステークホルダーの意見が実際にプロジェクトにどのように反映され
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ているのかということを確認することができる状況をつくるべきではないかというのがこ

このＮＧＯ提言の趣旨であります。 

○原科座長 今のようなことで、協議がどのように行われているか確認する、これは先ほ

ど堀田委員からもこういう趣旨の御意見をいただきました。大変重要なことだと思います。 

 それでは、ＪＢＩＣ、お願いいたします。 

○事務局（杉本） 今の点につきましては、まずＥＩＡに限った話になりますけれども、

このガイドラインにありますとおり、１６、１７ページの中で、「カテゴリＡ案件のため

の環境アセスメント報告書」ということで、御指摘のとおり、協議の記録をこの中に入れ

るということはガイドライン上書かれている話であります。実際公開されるものについて、

少なくとも議事録も含まれた形でファイナル版として承認されて、それが公開されている

ものもそれなりの数はあるはずで、それは環境レビューのときに英訳版の仮訳を確認して

いく中で、そういったものも巻末についているということでかなりの数目にしております

ので、実際にはそれも含めて、例えば協議の中で、ドラフト版についてこういう議論が行

われ、それが最終版にこう反映されたとか、指摘があったけれども、それはもう今のドラ

フト版に含まれていることが実施機関によって説明されて質問者は納得したとか、そうい

ったものも一緒についているケースがかなり多いと思います。あとは追加で議論等々をや

った場合にこれをどう担保していくかということですが、今はそういった形でそれなりの

数公開しているような状況にありますので、そこはそろえる形で対応していくということ

でやっていけるのかなとは考えています。 

○原科座長 現在の御経験から、この点に関しては十分対応できるような状況だというこ

とですね。それで、この件に関して、ＡＤＢはもう住民協議の過程をＥＩＡ報告書に含め

るということを規定してございます。ということで、協議記録については言及していない

のですけれども、現在やっておられることであれば、ガイドラインにそのことを規定する

ことはそんなに難しくないような印象を受けました。 

○事務局（杉本） そうですね。それそのものが相手国の中で協議記録も含んだ最終版と

して公開されていれば、それは何の問題もないものだと思いますし、あと、先ほどちょっ

と話が出ておりました、案件の承諾後の情報公開、カテゴリＡ案件については充実させて

いきますということは言及させていただいておりますが、どういった形での協議がなされ

たかということは、先ほど申し上げましたとおり、１つのポイントの事項として確認する

ということで今各案件に対応していますので、そういったところもできるだけ含んだ形で
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の情報公開を検討していきたいと思っております。 

○原科座長 どうもありがとうございました。 

○福田委員 最後の部分がわからなかったのですが、ここで申し上げているのは、基本的

には現地で事業の実施主体が公開することを義務づけるべきという論点でありまして、そ

の先ＪＢＩＣ側で何をするかということとは切り離された提言になっているということを

つけ加えさせてください。 

○事務局（杉本） わかりました。この点は御参考までということで申し上げたまでです。 

○原科座長 今の件はそのようなことでよろしいでしょうか。 

 それでは、次に参ります。今度は３０ページ、２「ステークホルダーとの協議等」。 

 現行の規定を読みます。「少なくともスコーピング時、環境社会配慮の概要検討時及び

協力事業の最終報告書案が作成された段階において一連の協議を行う」、それから、「地

域住民等のステークホルダーとの協議は、プロジェクトの準備期間を通じて必要に応じて

行われるべきであるが、特に環境影響評価項目選定時とドラフト作成時には協議が行われ

ていることが望ましい」、ＪＩＣＡ・ＪＢＩＣそれぞれこのような規定がございます。 

 これに関しましてはＪＪの側からの御意見がございます。これを御説明いただきたいと

思います。 

○事務局（渡辺） 協議のタイミングにつきまして、ＪＩＣＡガイドラインでは、スコー

ピング時、環境社会配慮の概要検討時、最終報告書案という３つのタイミングをカテゴリ

Ａについては義務づけておりますけれども、ここに書きましたような課題もあるというこ

とで考えておりまして、３つのタイミングすべてをリクワイアメントにする必要はないの

ではないかと考えております。例えば、実際に多くの国でやられているプラクティスとし

ましては、ＴＯＲ作成の段階とドラフトレポート作成の段階というのが通常ですので、少

なくともこの２つをとすれば、必要に応じてそのほかのタイミングもあるというふうにで

きるのではないかと考えております。 

○原科座長 ということは、今のガイドラインよりも規定を少し緩和した方がいいという

御提案になるのですか。 

○事務局（渡辺） そういうことです。 

○福田委員 今お話しになっているのは、新しいガイドラインのもとでは協力準備調査に

関する部分についての御提案という趣旨でよろしいでしょうか。というのは、通常の資金

協力事業の案件審査においては、一体どれだけのステークホルダー協議がなされているべ
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きかというのはまた違った、少なくともＪＢＩＣのガイドラインには違った規定がありま

すので、日本側が協力準備調査という形で環境社会配慮について支援する場合についての

御提案という趣旨ですか。 

○事務局（渡辺） 提案としましては、１つはＪＢＩＣガイドラインに書いてある環境ア

セスメント報告書の要求事項、もう１つは、これから御説明することになりますけれども、

開発調査の名称改め開発計画調査型技術協力においての規定を念頭に置いております。し

たがいまして、協力準備調査の中の手続という趣旨ではございません。 

○福田委員 再度確認ですが、現在のＪＢＩＣの環境ガイドラインにおいてＥＩＡに求め

られている協議の回数というのは最低１回です。スコーピング段階とドラフト作成時に行

われることが望ましいというのが現在のガイドラインの規定です。要するに、このＪＢＩ

Ｃのガイドラインの規定について、スコーピング段階とドラフト作成時は最低義務づける

という規定にすべきという御趣旨ということでよろしいでしょうか。 

○原科座長 そういうことですね。 

○事務局（渡辺） 正確に申し上げますと、この「望ましい」を変えようということでは

ないですけれども、環境影響評価項目選定時をスコーピング時にしてはどうかと考えてお

ります。 

○原科座長 ２回必要だとおっしゃったのではないのですね。２回ではなくて、なるべく

少なくしようということですか。 

○事務局（渡辺） 必要という意味合いですけれども、求めているということにはなりま

すけれども、「望ましい」という格好の表現で求めるという意味合いかと思っております。 

○原科座長 ただ、これは、経験が相当あってこれがそんなに必要ないというのならわか

りますけれども、これまで余りそんなに案件がないですよね。そのようなレビューで、せ

っかくつくった規定をどんどん緩和するのは非常に危険だと思います。その辺はやはり慎

重に考えるべきで。実際、世界銀行では、実はおととい、私、世銀のこの分野の一番有名

な人で、スティーブ・リントナーさんという人と３時間ほど話をしまして、２人で大分議

論しました。それで質問したのですけれども、世銀の規定では２回のパブリック・コンサ

ルテーションなのですけれども、３回やることもあるそうです。ということで、今では随

分変わってきまして、むしろパブリック・コンサルテーションをふやしているという状況

なので。ここにありますように、そのメモをつくって説明してくれました。だから、ＪＩ

ＣＡは３回やるというので、結構進んだなと思っておりましたけれども、世銀でも２回に
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限らずやっているという現実を考えますと、ここでＪＩＣＡが緩和するのは、それを補強

するのに十分な情報がない状況でやるのはちょっといかがかなという感じを私は持ってお

ります。 

○福田委員 再度申し上げますが、日本側が支援する、要するに案件準備において協力準

備調査をかけるという形で支援をする際に、何回コンサルテーションを行わなければなら

ないというリクワイアメントを設けるのかという議論と、それとは関係なく、相手側がフ

ィージビリティ・スタディを行いＥＩＡを行うという通常の今のＪＢＩＣの審査の際に行

われるような場合においても何回ＥＩＡの作成時に協議を行うべきかという、この２つの

議論は別の議論だと私は思っています。どちらの議論をこの場でしているのかというのを

明確にしていただかないと議論が混乱すると思います。 

○原科座長 では、この件はクリアにしてください。 

○事務局（渡辺） 基本的には、協力準備調査を行う場合、行わない場合、リクワイアメ

ントという趣旨では同じでいいかと思っております。あとは、さらにＪＩＣＡで調査を行

う場合に状況に応じてリクワイアメント以上のことをやることはあり得るとは考えており

ますけれども、リクワイアメント上何か違いを設ける必要はないかと思っております。 

○原科座長 今の質問とちょっと合わないんじゃないですか。 

○福田委員 同じにしろという趣旨であれば、現在のＪＩＣＡのガイドラインでは、開発

調査を行う場合は３回やらなければならないのです。現在のＪＢＩＣのガイドラインは最

低限は１回です。協力準備調査を行う場合でも、今３回行われているものを１回でも構わ

ないという御趣旨ですか。 

○原科座長 それはちょっと違うでしょうか。どうでしょうか。 

○福田委員 先ほどのお話では、ＪＢＩＣのガイドラインの「望ましい」という表現は動

かさないというお話でしたから、そこは最低１回ということは変わらない。そこに、現在

３回が義務づけられている日本側が案件支援を行う場合も合わせろというお話に聞こえる

のですが、いかがでしょうか。 

○事務局（渡辺） そういう意味では、ＪＢＩＣガイドライン上の表現を使ってはどうか

と考えておりますけれども、実際に「望ましい」と書いてある部分については、リクワイ

アメントとしては同じものを使いますけれども、そういったものを実際に行っていくとい

う考え方になるかと思っております。 

○原科座長 今の御意見は大変問題だと私は思いますね。というのは、先ほど、私は確認
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しました。現行ガイドラインを後退させないということで進める、これを確認したという

ことで改めてまた言いました。今のおっしゃり方は、両方で基準の緩い方にそろえようと

一生懸命言っておられるので、これは本当によろしいのでしょうか。まさにその背景にな

る哲学、考え方をはっきり示さないで、断片的に減らそうというのは大変おかしなことで

あります。このことは私は、委員会としてはちょっと承伏できないですね。我々の委員会

はガイドラインの水準を下げないということでやってまいりましたので。それで、今御説

明の根拠は非常に薄弱だと思いますよ。関心を示さない場合があるからやらなくていいと

いう話は、これはうまくいっているから関心を示さないので、問題があれば当然みんな参

加するわけですよ。その意味では、関心を示さない場合があるというのは非常に結構なこ

とだと思います。うまくいっているのでしょうからね。ただ、それだけを根拠に３回とい

うことをどんどん減らすというのはおかしいと私は思いますが、一体どんなお考えですか。

その背景は。 

○事務局（渡辺） 課題については、たしか第６回の資料だったですけれども、既にお示

ししたことはあるかと思いますけれども、住民の関心事が例えば補償の条件とかそういう

ことになる場合、実際には調査が進んでいかないと具体的にどうなるかがわからないわけ

です。そうすると、例えばスコーピングの段階で補償がどうなるかということは、実際に

移転しなければならない住民、あるいは用地取得の対象になる住民がどうなるのか、そう

いったことの調査が進展しないと住民の関心事ないしは質問事項に答えられないことにな

るかと思います。 

○原科座長 でも、それは一般化して言えないでしょう。たまたまそういうことだという

ことであって。この考え方はきちんとした環境社会配慮を進めたいということですから、

そのための必要条件として３つの―３回というのは３つの段階という意味ですね。だか

ら、今のはその趣旨からの議論になっていないんじゃないですか。むしろその設け方、情

報の与え方とかいろいろなことを工夫した上で、それでもなおかつ必要がないならわかり

ますけれども。しかも１つの例だけですね。しかも、あの報告書に関してはかなり問題が

ありました。実際に調査したメンバーのまとめとちょっと違う格好になっていたようであ

りますから、その辺もよく考えますと、そう簡単にこの１つの例だけで一般化することは

できないと思います。ともかく我々はよりよい環境社会配慮を進めたいと思っております

から、後退させないということが基本だと思います。そこまで強い根拠になるとは私は思

いません。 
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 この件に関してほかに御意見ございますでしょうか。有識者委員の方。 

○清水委員 先ほど渡辺さんがおっしゃっていらっしゃった第６回というのは、例の速報

版の件でしょうか。あの中でも確かに協議の回数についてＪＩＣＡ側から懸念が出されて

いましたけれども、それにつきましては、コメントでも出させていただいておりますけれ

ども、全く根拠が書いていませんでしたので、ストレートにこの論点表にあるような結論

に持っていくというのは、余りにも結論と調査の根拠に乖離がありますし、本当に渡辺さ

んが今おっしゃったような変更が必要なのかどうかということについては非常に慎重にな

らなくてはいけないと思います。やはり協議は非常に重要だということは先ほどからここ

でも議論してきましたし、物すごく大きな話だと思っておりますので、こういう主張をさ

れるのであれば、もう少し、どうしてこういうことが必要なのかという根拠を示していた

だかないと、余り議論はできないかなと思います。 

○福田委員 ちなみに、追加調査の報告書は８月末までにできるという話だったのですけ

れども、そちらの方はどうなっているのですか。 

○事務局（渡辺） まず清水委員御指摘のところは、補足調査の面ということではなくて、

たしか論点についての御質問をいただいて、それを説明したときですので、第５回か第６

回か明確に覚えていませんけれども、論点に書いてあることの説明の中でやらせていただ

いたものでございます。 

 それから、福田委員御質問の補足調査の報告書ですけれども、若干遅れておりまして、

９月の前半中には公開したいと考えております。 

○原科座長 では、それは速やかに公開してください。 

 では、この件は有識者委員の中でしっかり議論いたしましょう。 

 どうぞ、堀田委員。 

○堀田委員 議論の幅を広げるためにあえてということですけれども、これはガイドライ

ンですから、ある程度リクワイアメントですと形式論になるのはやむを得ないとは思いま

すが、一方で、３回を２回に減らすのがいいのかとか、３回やったからいいのかというよ

うな議論になってしまうと実質的には余り意味がないと思うのです。ここで規定されてい

るこれからの協力準備調査の中で、ステークホルダーの回数、あるいはどのタイミングで

行うかというような規定をどうするかということで言えば、どうしても現存のガイドライ

ンのような書き方になるのかなとは思いますけれども、一方で、いろいろな事例で、実際

にはこのタイミングで通常行われているような形式の―会議形式のとかですね―ステ
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ークホルダー協議を行うのは現実に即していないというような場面というのは確かにあり

得るのだろうと思います。一方で、ここで言っているのは、先ほどのお話にも出ましたよ

うに、ステークホルダー協議というのは必ずしも１つの形式でやることを規定しているわ

けではないということで、もっと言えば、ステークホルダーとの協議というのはそういっ

た調査団等が連続的に、毎日とは言わないまでも、続けているわけですので、どのような

案件であっても、仮に会議形式をとらなかったとしても、そういった地域住民の方を初め

ステークホルダーの方たちとのスコーピング時、概要検討時、あるいは最終報告書の案が

出てきたときの内容を説明していないということは多分実際にはあり得ないのだろうなと

思います。そういった意味では、形式論と実際に何が必要かということの間は多少バラン

スをとる必要があるかなと思います。 

○原科座長 ほかに御意見ございますでしょうか。 

○高梨委員 私も堀田委員のお話に賛成なのですけれども、そういう面では、前回の実態

調査の結果の詳細な報告が再度行われるはずだと私は理解していたのですけれども、あの

ときの事例では事前に大分現地政府側でステークホルダー協議を１～２回行われていて、

現地側では大分そういう情報が共有されていたということの上で、さらにＪＩＣＡのガイ

ドラインに基づいて３回行われたということです。現場でステークホルダーをできるだけ

集めようということで、当然ながら住民票その他がないところで一生懸命探して、先ほど

御指摘があったようにトランスポーテーションがない中でどう運ぼうかというようなこと

で非常に苦労しながら開催する。では実際に集まったときに何を話すかといったときにま

た同じようなレベルの話だと、現地側に対しても十分な情報を提供できないことになる。

従って、それぞれのケースに合わせて考えるというのは当然出てくることだろうと思いま

す。そういう面では、前回の実態調査の結果を再度お聞きできるチャンスがあればいいか

なと思っています。 

○原科座長 そうですね。きちんと報告いただかないとさらに議論しにくいと思います。 

 どうぞ、福田委員。 

○福田委員 私、先ほどからクラリフィケーションを求めてばかりで、私の考えを余り申

し上げていなかったので、私の考えを申し上げておきます。 

 まず、先ほどから２つのことを区別すべきと私がしつこく言っているのは、相手国がＥ

ＩＡを行い、Ｆ／Ｓを行うときに、最低限ここまでやってくださいという場合と、日本側

が案件形成できちんとコンサルタントを雇って相手方を支援しますよという場合のリクワ
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イアメントというのは違っていて構わないのではないかと私は思います。 

 現在のＪＢＩＣのガイドラインというのはまさに、例えば国際金融等業務のように完全

に相手国で案件形成がされていて、ＪＢＩＣには例えば輸出金融だけお願いしますという

形で来るとか、そういったものも含めて、どこまでが最低限義務づけられますかという議

論の中でつくられているものであります。それに対してＪＩＣＡのガイドラインでは、結

局、ＪＩＣＡ側が主体的にどういうことを調査するということを相手と議論し、コンサル

タントをＪＩＣＡのお金で雇って、実際にどういう支援ができるかという形で開発調査を

行う中で、ではどれだけの協議の回数を行いましょうということが書かれているのであっ

て、この２つは恐らく違うものですし、協力準備調査がかかる場合というのは、少なくと

も融資を行う場合に最低限ここをクリアしてくださいというのとは違うリクワイアメント

があってもいいだろうと思います。 

 それを前提にすると、ＥＩＡについてスコーピング段階とドラフトの段階の２回協議を

行うというのは、多くの国の法制度でもそうなっていますし、基本的にはこの２回の協議

というのは、少なくとも案件形成について日本側の支援が入る場合には必須だろうと考え

ておりまして、リクワイアメントとして１回の協議でも構わないという議論は、少なくと

もＥＩＡレベルの協力準備調査が入る場合においては不適切だろうと私は考えております。 

○原科座長 ほかにございますか。 

○清水委員 先ほどの議論の中で触れさせていただいた追加調査に関してですけれども、

その御報告があったときに、たしか最終報告が出る前に一度ドラフトを見せていただける

というようなお話があったかと思うのですけれども、そういう理解でよろしいでしょうか。 

○事務局（渡辺） 報告書につきましては、基本的には最終版で公開ということになって

おります。委員会で御議論いただく時間はないかと思っておりますので、御関心のある方

には別途説明の機会を設けたいと考えております。 

○事務局（杉本） 速報版のときにもそうでしたけれども、次に出すバージョンについて

も、我々としては調査の結果を最大限取りまとめる努力をしているつもりではありますが、

御不明の点とかクリアすべき点があれば、それはいただければできるだけの対応はもちろ

んするつもりです。 

○原科座長 具体的にそれはいつ御説明いただけますか。この議論に役立たないと余り意

味がないですよね。だから、できたら次回ぐらいに出してもらった方がいいですね。ぐず

ぐずしていたら切りがないから。 
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○事務局（渡辺） 恐らく次回は難しいかと思っておりますけれども、次々回ぐらいに。

補足調査の御説明をさせていただいたときに課題と論点については委員会にも出すように

という御意見をいただいておりましたので、その課題と論点の部分についての資料を出さ

せていただきたいと思います。 

○原科座長 それでは、次々回ということでお願いしておきます。 

 ２時間ほどたちましたので、ちょっと休憩をとります。今３時半ですので、４０分から

再開いたします。 

○一般参加者（満田） 今の点に関連しまして、休憩前に。 

○原科座長 では、一言だけどうぞ。 

○一般参加者（満田） 大変申しわけありません。地球・人間環境フォーラムの満田です。 

 今の最後の点に関して、課題と論点を出してくださるということで非常に楽しみにして

いるところなのですが、今も何度か出てきましたように、今までの報告書などを見ると、

根っこのところにある論拠がどういうところにあるのだろうと私たちが疑問を感じざるを

得ないようなことも多々あるわけです。課題と論点を出してくださるのは非常に結構だと

思うのですが、これは言うまでもなく、言うだけでも失礼なのかもしれないのですが、論

拠の事例の詳細がないと、出された論点も納得できないことがありますので、そこら辺は

十分御留意していただければ大変ありがたいと思います。 

○原科座長 では、そういうことで論拠をきちんと詳細な事実関係を示した上で我々にお

示しください。 

 それでは、休憩に入ります。 

 

午後３時３２分 休憩 

午後３時４５分 再開 

 

○原科座長 それでは、皆さんおそろいですので、再開いたします。４時４５分になりま

した。 

 今のところは一区切りついたということになりますので、論点の１３番に戻ります。１

８ページ、「環境社会配慮の項目」になります。 

 これは①、②、③、④までございますが、①は、現行のガイドラインでは、「モニタリ

ングを行う項目」、中略しまして、「自然環境・生態系、貴重種に対する影響、対策等」
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ということです。 

 これに関しましては、当然、今、ＪＩＣＡとＪＢＩＣでガイドラインはそれぞれ項目が

異なりますので、まずこれを整理しなければいけません。それから、世銀やＡＤＢでは影

響項目を余り個別具体的には示していない。幅広く対応できるようにしているということ

だと思います。 

 これに対して御意見をいただいております。ＮＧＯの方、お願いいたします。ヒューマ

ンライツ・ナウ。 

○一般参加者（鈴木） ヒューマンライツ・ナウの鈴木と申します。 

 環境社会配慮の項目に関して、特にモニタリングを行う項目という趣旨ではないのです

が、それはもちろん環境レビューの段階でも問題になるわけですが、この今挙がっている

項目で、社会配慮に関する部分についてはやや不十分ではないかと思っています。 

 具体的な提言としては、プロジェクトに伴う労働状況の問題を取り入れたらどうかと考

えています。ここに書いてある「労働における基本原則及び権利」というのはＩＬＯの宣

言の中に出てくる概念でして、具体的なテーマとしては何が出てくるかというと、強制労

働の禁止、児童労働の禁止、団結権・団体交渉権の保障、差別の禁止という４つのカテゴ

リなのですが、この４つが原理的に重要だとかということでもなくて、ＩＬＯというのは

三者構成で、産業界の代表の方と労働組合の代表の方と政府の代表が入って議論している

中で、この４つを特に重要なものとして、条約の批准にかかわらずＩＬＯの加盟国はこれ

を確保する必要があるとしているもので、理論的にこの４つが必ず絶対重要ということで

もない、そのほかにも例えば労働環境なんかで病気になっている人が事故で死んだりする

ようなことはよくないわけで、そういうことは当然配慮すべきなのですが、ただ、一般的

にＩＬＯとかで受け入れられている４つのカテゴリがあるのでそれを特に例示したわけで、

どこまで詳しく書くかはともかくとして、労働環境に関することは影響項目としてスコー

プに入れるべきだろうと思っています。 

○原科座長 ありがとうございました。 

 高梨委員、どうぞ。 

○高梨委員 今のお話で、項目を追加するというのもあれなのですけれども、具体的にＯ

ＤＡのプロジェクトでどのように今の点が反映されるのか教えていただければ幸いです。 

○原科座長 今のはいかがでしょう。項目追加に関して、ＯＤＡプロジェクトでどのよう

にこれを考えたらいいかということだと思いますが。 
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○一般参加者（鈴木） ＯＤＡプロジェクトで例えばダムをつくると言えば、ダムを建設

する人が当然いるわけでありまして、その人たちの労働環境ですとか労働条件はどうなっ

ているのかということが問題になりまして、道路をつくるとすれば道路をつくる人がいる

わけですし、ダムをつくった後に管理する人とかもいるわけで、労働者がいないというこ

とは多分ないのではないかと思っていまして、その影響を考えた方がいいのではないかと。

労働者だけメンションするのはバランスが悪いという考え方もあるのかもしれませんが、

労働者といっても、遠く離れたところから労働者を連れてきて工事をするとか何か管理を

するとかいうこともあるかもしれませんが、その地域の人たちを使うということも当然あ

るわけで、地域のコミュニティのいろいろな問題とかとも絡んできますから、労働者とい

うことでかけておくことは意味があるのではないかなと思っています。 

○原科座長 中山委員、どうぞ。 

○中山委員 御提言は御提言で尊重したいのですが、現実として、例えばどこの国の業者

がプロジェクトを執行するか。これは調達で国際入札にかけるわけですから、どこの業者

さんとかわからない。それを前提に一番初めにやるというのは技術的にできないのかなと

いう感じもするのですが。これは項目としては非常に重要なことだと思うのですけれども、

これはアセスメントですから、ある程その評価をしなければならない。事前の段階でやる

ことが本当にできるかどうか、ちょっと私は心配しております。 

○原科座長 実際にプロジェクトを実施する主体がどこになるかわからないので、あらか

じめそういうことに対して対応を考えることができるかということですね。 

 その点はいかがでしょうか。 

○一般参加者（鈴木） そういう点もあるかとは思うのですが、環境配慮の場合でも、実

際にプロジェクトを実施する主体がどのようにやるかによってかかわってくることは当然

あるわけでして、社会的配慮とか労働問題に固有の問題ではその点はないのだろうと思っ

ているのですが。ですから、調達をするときに、こういう条件にしなければいけないとい

う条件づけをするとか、そういうことになるのだろうなと思っています。 

○中山委員 とすると、例えば入札条件とかに、そういうことに配慮するということを１

項目、今のＪＢＩＣとかＪＩＣＡのフォームに載せるということになると思うのですが、

私もこの場所で具体的なやり方はわからないのですが、それが可能かどうかというのは、

やはりＪＩＣＡさん、ＪＢＩＣさんのお考えでなければだめだと思うのですが、私どもは、

例えば当協会の会員はそう条件がついたらそういうふうにちゃんと用意してやるので、そ
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れは対応可能だと思いますので、それは問題ないのですが、問題はドナーであるＪＩＣＡ

さん、ＪＢＩＣさんがどう考えるかなということだと思います。 

○原科座長 では、産業界としては対応できるということだと思います。 

 それでは、ＪＩＣＡ・ＪＢＩＣはこの点はどのようにお考えでしょうか。 

○事務局（杉本） 今、中山委員からもありましたように、工事であれば工事を行うコン

トラクター、業者さんが決まらないとその詳細はわからないというところの裏を返します

と、実際にどのように規定するかという点については、一般的というか概念的なところに

とどまらざるを得ないのかなというところはあると思います。ただ、観点としては重要な

点だと思いますし、ちょっとこれとは別の例に関するご紹介ですが、円借款で土木工事

等々やりますと、そこに労働者が集まってきて、国によってはかなりＨＩＶ／ＡＩＤＳが

蔓延している状況の中、それに罹災する確率が高くなるということで、徐々にその対策、

具体的にはそこでキャンペーンをやったり労働者への教育をやったりということですが、

そういったことを入れていこうという動きが広がっていまして、そういった危険性のある

と思われる国の多くでは、実際土木工事なりの契約の一部にそういったものが含まれてい

るということも出てきておりますので、このガイドラインの中でもそういった事例も踏ま

えつつ、この点については考慮していきたいと思っております。 

○原科座長 わかりました。では、そういうことで何らかの対応というようなことで考え

たいと思います。 

 それでは、ＷＷＦからもございます。こちらはどなたに御説明いただけますでしょうか。 

○福田委員 恐らくここにはおいでではないと思います。 

○原科座長 では、福田委員、もし…… 

○福田委員 いや、わかりません。 

○原科座長 では、これは読みましょうか。「自然環境のモニタリングは、貴重種に対す

る影響のみに限られている。ミレニアムエコシステムアセスメントで使われたフレームワ

ークを、このモニタリング項目を決定する際のガイドとして使用することを提案」したい

と。これに対しまして、「現行ＪＢＩＣガイドラインには貴重種のみが記されているが、

準絶滅危惧種等の希少種への影響、対策も確認している」ということで、貴重種の対象を

もうちょっと広げて現にやっておられるということがここに書いてございます。 

 というようなことでよろしいでしょうか。 

○事務局（杉本） ちょっとこれについて補足させていただきます。 
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 論点整理の中では、前半の指摘事項しか書いていない形になっていますが、ここで御指

摘いただいているミレニアムエコシステムアセスメント、私の勉強して理解した範囲では、

世界の各エリアで調査を行い、その結果として、個別の種にとどまらず、生態系全体とし

てどの方向に動いているのかを確認している調査であるというのが、もし間違っていれば

指摘いただきたいのですが、私の理解したところであります。 

 従って、この調査そのもののフレームワークというとちょっと広過ぎるところもあるの

かもしれませんが、それに準じた形では、例えばガイドラインの中ですと、１９ページに、

「影響を受けやすい地域」ということで、例えば国立公園ですとか保護対象地域が実際に

規定されており、このような影響を受けやすい地域の隣接等々で事業を行う場合には十分

な配慮をしていく必要があると規定されていますが、実際の環境レビューにおいても、個

別の事項や固有種のみにとどまらず、例えば野生保護区の近くであれば、レッドリストに

載っている何々がいますねという話のみではなくて、そもそもその保護区全体に対する影

響を最小化するか、また事業を行っていくとしてもどのように影響を緩和していくかとい

う全体を考えた形で対応するという方向で検討しています。ですので、このフレームワー

クを使ってということにならないかもしれませんけれども、具体的にこのアセスメントの

項目を個別のものにとどまらず全体として考えていこうということで、特に生態系として

影響を受けやすい地域・物については可能な限りこの方向で対応しているというのが今の

実態であると言えるかと思います。 

○原科座長 貴重種だけではなくて、生態系として保全するようなこともやっておられる

という理解でよろしいですね。では、そういうことがわかるように、必要があれば直すと

いうことになると思います。 

 それでは、この部分はほかに御意見ございますでしょうか。 

○清水委員 今のＷＷＦの提案の部分ではないのですけれども、この１３の①の「項目」

のところで、ＪＪ側が問題意識として挙げられている「項目が異なる」という部分で、こ

れはＪＩＣＡのガイドラインの２．３の「環境社会配慮の項目」とＪＢＩＣ第２部の「検

討する影響のスコープ」の項目が異なるという趣旨だと思って比較してみたのですけれど

も、大きく３つに項目で異なることが分けられると思いまして、２つに関しましてはちょ

うどこの論点で挙げられている②と③の部分だと思うのですけれども、この②と③で述べ

られていないけれどもＪＢＩＣとＪＩＣＡのガイドラインで異なる点が１つありましたの

で、言及させていただきたいと思います。 
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 ＪＢＩＣのガイドラインは、検討する影響のスコープとして景観という言葉も入ってい

るのですけれども、ＪＩＣＡの方には入っていません。景観も重要な項目の１つだと思い

ますので、これはぜひ新ＪＩＣＡでも残していくべきだと考えます。 

○原科座長 これは実際にはスコーピングプロセスがありますから、必要がなければ外せ

ますから、一応スコープは広目にとっておくというような考えでいいと思います。和集合

でとらえていいのではないかと思います。多分、ＪＢＩＣとＪＩＣＡの事業の特性が違っ

たのでこれまでは入らなかったのだと思います。これが今度はセットになりますので、こ

れからは違ってくると思います。 

 ということでよろしいでしょうか。―それでは、そういうことで進めてまいります。 

 ①「項目」のところはここで区切らせていただいてよろしいでしょうか。 

 では、②になります。「地球温暖化への配慮」。これはＪＪから出ております。 

 現在の規定はどうなっているか。これは②、③続けて、長く出ておりますので―今の

件ですね。では、先へ進まないで、ちょっと戻します。では、今の件、どうぞ。 

○一般参加者（神崎） FoE Japanの神崎です。 

 私、外野から大変申しわけないのですが、今の議論の趣旨が全くわからなかったのです。

と申しますのは、（共通）と書いてあって、「ＪＩＣＡ、ＪＢＩＣガイドラインで項目が

異なる」ということで、今、清水委員がこうだと思うのだけれどもという推測のもとお話

しされたわけですけれども、左側には「モニタリングを行う項目」とありまして、これは

モニタリングを行う項目がＪＩＣＡとＪＢＩＣで異なるということかなと思ったのです。

ただ、ＪＩＣＡのガイドラインの中ではＪＢＩＣの「モニタリングを行う項目」というよ

うな表がありませんで、ここはＪＩＣＡさんの方からは、あるいはＪＪさんの方からは特

に説明をいただいていないのですけれども、一体何を議論したいのかということがよくわ

からなかったのですけれども。済みません。 

○原科座長 確かにそうですね。私、うっかりして環境社会配慮項目だと思っていました。

モニタリングと書いてありますね。さっき読んだのにね。失礼しました。確かにそうです

ね。これは、だからまとめがおかしいのかな。モニタリングを行う項目に関してこうだと

いう議論なんですかね。これは私の勘違いだったみたいです。 

○事務局（渡辺） 左側のガイドラインの引用が適切でなかったようで、②の方に書いて

あるＪＩＣＡガイドラインの２．３の項目とＪＢＩＣガイドラインの２部１の項目が違っ

ているということで、こちらを御参照いただければと思っております。 
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○原科座長 では、この項目というのは、モニタリングだけではなくて全体で考えるとい

うことですね。ということでしょう。それじゃないとおかしいですね。 

 ですから、全体をもう一回読みます。今度は長いですけれども、１８ページの下の方に

書いてあります。「環境社会配慮の項目は、大気、水、土壌、廃棄物、事故、水利用、地

球温暖化、生態系及び生物相等を通じた、人間の健康と安全及び自然環境（越境または地

球規模の環境影響を含む。）並びに非自発的住民移転等人口移動、雇用や生計手段等の地

域経済、土地利用や地域資源利用、社会関係資本や地域の意思決定機関等社会組織、既存

の社会インフラや社会サービス、貧困層や先住民族など社会的に脆弱なグループ、被害と

便益の分配や開発プロセスにおける公平性、ジェンダー、子どもの権利、文化遺産、地域

における利害の対立、ＨＩＶ／ＡＩＤＳ等の感染症を含む」、大変長い記述ですが、この

ようになっております。あとの記述は少しコンパクトですけれども、あとは目で追ってく

ださい。その下はＪＢＩＣですね。ＪＢＩＣはコンパクトな表現ですが、「調査・検討す

べき環境への影響には、大気、水、土壌、廃棄物、事故、水利用、生態系及び生物相等を

通じた、人間の健康と安全への影響及び自然環境への影響、（中略）、越境または地球規

模の環境問題への影響が含まれる」。 

 そんなことで大変幅広い項目が対象ですが、それでも先ほど御意見ございましたように、

一部食い違いがあるということで、それに関しては全体をカバーするような形で項目体系

自体は考えたいと思います。 

 項目に関してそんな考え方でよろしいでしょうか。 

 では、委員会としてはそのようなことで進めます。 

 それでは、②「地球温暖化への配慮」と③「予測・評価が困難であると思われる項目」、

２つございますので、まず②の方ですね。「地球温暖化への配慮」、これはＪＪからこの

ような提案がございます。この辺を御説明いただきましょうか。 

○事務局（渡辺） 地球温暖化につきましてはＪＩＣＡ・ＪＢＩＣガイドラインで違いの

ある点でございます。温暖化対策は我が国にとっても重要な点でございますので、この点

については記載を入れたいと考えております。ただ、実際の運用につきましては、温室効

果ガスの排出基準なり環境基準はない状況でございますので、ほかの項目と同じような配

慮というわけにはいかないなと考えております。 

○原科座長 というようなことでよろしいでしょうか。温室効果ガスのことも当然加えた

いと。これは日本国内のアセスでも最近は加えるようになっております。 
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 どうぞ、フロアから。 

○一般参加者（満田） 地球・人間環境フォーラムの満田です。 

 ＪＢＩＣ・ＪＩＣＡさんの提案というのが、この一連のいろいろな環境社会配慮項目に

地球温暖化への配慮というものを入れるという提案であれば、もちろんそれは入れるべき

だと思いますし、特段の異論はないところです。ぜひとも新ＪＩＣＡさんとしても地球温

暖化の問題に戦略的に取り組んでいただきたいとは思っているところです。 

 ただ、一方で、一体運用上どうやっていくのかということに関してはいろいろと意見あ

るいは懸念を持っているところでございまして、例えば、「ＥＢＲＤは新政策案において、

年間１０万トン以上のＣＯ２を排出する事業の定量化、モニタリングを求めている」、こ

れについては、ある意味グッドプラクティス、先進的な政策をＥＢＲＤは採択されたなと

思っているところです。ですから、これはできるかどうかというのはもちろんあると思う

のですが、新ＪＩＣＡさんでもこのぐらいの意気込みを持ってやっていただきたいとは思

っているところです。これはＥＢＲＤにかかわらず、ＩＦＣさんなんかも同様の政策を採

択されたのかされようとしているのか、私の勘違いでなければ聞いておりますので、大体

国際的な流れとしては、ＣＯ２を大量に排出する事業については定量化・モニタリングを

やっていこうという動きなのかなと考えているところです。 

 一方で、例えば水力発電、あるいは、ひどい例では道路建設事業などを渋滞緩和という

観点から温暖化に資するというような報告書なども読んだことがありますが、水力発電所

に関しては、もちろん化石燃料を使わないという意味では温暖化に資するのでしょうが、

一方でその他の環境社会配慮をどうやって見ていくか、いろいろ議論があるところですの

で、ぜひそういったことについては慎重に考えていただきたいと思いますし、とりわけ大

規模な土地利用変換あるいは森林の減少などを伴うプロジェクトについては、たとえそれ

が一見地球温暖化に資すると思われるような事業でも慎重に土地利用変換分のストックの

消失というものをも見ていくべきだという考え方に立って評価していただきたいなと思っ

ているところです。 

○原科座長 どうもありがとうございました。総合的に判断してもらいたいという御意見

をいただきました。 

 温暖化はこれでよろしいですか。 

 どうぞ、小林さんの代理の方、お願いします。 

○小林委員（代理：中川） 御参考として、日本の環境影響評価法がこの問題をどのよう
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に取り扱っているかということについてですけれども、内容としては、このＪＢＩＣの書

き方に似ている。相違としては、モニタリング項目として温室効果ガスをつけ加えている

ことが違いということになっています。つまり、気候変動を抑制しなくてはいけない、地

球温暖化を抑制しなくてはいけないと言い方をすると、因果関係との関係で非常に話がや

やこしくなってきてしまうわけですけれども、日本の環境影響評価法の中での扱いという

のは、温室効果ガスや廃棄物というものを環境に負荷を与えるものとしてできるだけ排出

を抑制しなくてはいけないものとしてとらえている。こういうものですので、このガイド

ラインの中でも、どれだけ排出抑制の努力をしたか、例えば２つある交通手段の中でどう

いう選択を行ったかというような、これは代替案の検討というところにも関係してくるこ

とだと思われますけれども、そういったところで関係してくるのではないかと思われます。 

○原科座長 どうもありがとうございました。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、次に参ります。③「予測・評価が困難であると思われる項目」でございます。

これはＪＪから御意見―まだありますか。急ぎ過ぎて済みませんね。何せ早く終わらな

ければいけないもので。どうぞ。 

○一般参加者（神崎） たびたび申しわけありません。FoE Japanの神崎です。 

 今、満田さんが指摘されたことに対してのＪＢＩＣ・ＪＩＣＡさんの回答をぜひいただ

きたいと思います。 

○原科座長 では、今の件で満田さんの御指摘に対する御回答をいただけますか。 

○事務局（杉本） 後半おっしゃられていた点かと思いますが、ＣＯ２を排出しないから

直ちに水力だというような、物事を余りに単純化したような形での対応をするということ

ではなく、そこは座長もおっしゃられたように総合的かつ慎重に考えていくということだ

と考えております。そういったことでは今も十分慎重に考えているつもりですので、その

点は継続してスタンスとしては保っていくというつもりで考えています。 

○原科座長 よろしいですね。 

 では、次の③に進みます。「予測・評価が困難であると思われる項目」。 

 「以下の項目については予測、評価の困難性、または他の影響項目でカバーされると考

えられることから、具体的な調査計画の策定や調査の実施に関し困難な面が見られた」。

ａ）～ｇ）までございます。ａ）非自発的住民移転以外の人口移動、ｂ）雇用や生計手段

以外の地域経済、ｃ）土地利用や地域資源利用、ｄ）社会関係資本や地域の意思決定機関
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等社会組織、ｅ）既存の社会インフラや社会サービス、ｆ）被害と便益の分配や開発プロ

セスにおける公平性、ｇ）地域における利害の対立。こういうのはなかなか予測が難しい

というのはおっしゃるとおりだと思いますけれども、こういうことが見られたということ

でございます。これはどういう趣旨で出されたのですか。こういう項目は外した方がいい

ということになりますか。 

○事務局（渡辺） 実際に予測・評価が困難という点はここに書いたとおりでございます。

こういった項目は全く検討しないというわけではなくて、必要に応じて当然検討すること

にはなると思うのですけれども、ガイドラインに書く項目からは外していいのではないか

と考えております。 

○原科座長 検討しないわけではないけれども、この項目は外した方がいいという御意見

です。 

 どうぞ。 

○清水委員 まず、このポイントにつきましては、ＪＩＣＡの運用実態の調査確認でした

か、この中でどのように書かれているのかなと思ってみてみたのですけれども、実は③の

「予測・評価が困難であると思われる項目」以外については、各項目ごとに、このように

影響評価をしていたというようなことが書いてあったのですけれども、困難な面のところ

について全く触れていないのです。さらに困難であるとも記載されていないということで、

先ほどからしつこいほど申し上げていて恐縮ですけれども、困難な面が見られたとおっし

ゃったときに一体何を根拠におっしゃっているのかというのが全く出てこないのです。 

 その上で申し上げますけれども、まずａ）の非自発的住民移転以外の人口移動ですけれ

ども、これはＪＩＣＡのガイドラインを前回つくったときの議論を少し読んでみたのです

けれども、もともと想定していたのは、住民移転については確かに社会的影響として大き

く取り扱われているけれども、そのほかの人口移動についても影響すべき点がある。例え

ば異なる民族が入ってくること、あるいは新しい住民の移入が想定されています。では実

際この人口移動について現在のＪＩＣＡの開発調査なり何なりでどのように扱われてきた

のかということについて少し見てみたのですけれども、検索してみると、かなりの調査で

この人口移動というものを扱っていたのです。例えば、通常マラリアにかかりにくい時期

に人口移動によりマラリアの患者が急増したということであるとか、地方から都市への人

口移動による農業への影響、それから都市部での住宅問題や若者を中心とした高失業率と

いったことが実際にさまざまな文脈で書かれておりますので、これが困難だったという根
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拠がわからなかったという点に対するコメントです。 

 わかりやすい点で幾つか申し上げますけれども、土地利用に関しても、これも非常に重

要な項目だと思いまして検索してみたら、先ほど人口移動ほど例はなかったのですけれど

も、実際に土地利用に関する負の影響には触れている部分がありまして、例えば、農村開

発において土地所有権がない地域などで、そこに土地需要が発生した場合に土地所有権に

関する問題が社会問題化する危険性があるですとか、土地利用をめぐって地主と利用者の

土地論争が発生した灌漑サイトがあるとかという例もありました。 

 今、２つだけ例を挙げましたけれども、このように現在のＪＩＣＡのプラクティスとし

ても実際に調査され、影響を評価されている部分が幾つかあり、一方この主張の根拠は運

用実態確認では全く出ていないという状況でこれらの項目を外すということはあり得ない

と考えます。 

○原科座長 どうもありがとうございました。確かに今の御説明から見ると、私は中には

難しいものがあるのかなと思ったのですが、実際にそういう中でもかなり調べておられる

なら、そういう事実は余りないのかもしれません。 

 どうぞ、福田委員。 

○福田委員 私も清水委員のおっしゃることはもっともだと思うのですが、もう１点、

「他の影響項目でカバーされる」ことというのがあるのですね。この点については、実は

私が、この論点表を説明していただいた際に同じように、運用実態確認の中で出てきてい

ないのにどういう根拠があるのですかというので、６－３－２という資料がありまして、

この中で御説明いただいたのです。この中で御説明いただいているのが、例えば、非自発

的住民移転がある場合には、この中で社会組織や社会インフラ、社会サービス、利害等に

ついて考える場合もあると。だから削除すべきという話はここには特段ないと思うのです。

それは別にもちろんそういう枠組みで検討していただいても、これらの評価項目について

すべて独立の章なり項目を設けて検討しろということはだれも言っていないのであって、

それはそれぞれの事業の特性に合わせて工夫していただければいい。あるいは、「土地利

用は、非自発的住民移転、雇用や生計手段と重複し」、それは重複するでしょうね。だか

ら削除しようという話がどこから出てくるのか全然わからないのですね、この議論は。そ

れから、具体例として、「このような項目を、そのままではなく、独自に項目を設定した

例もある」と、それでアッパーセティ水力発電計画、よろしいんじゃないでしょうかと。

何でこれを削除すべきなんですか。一体根拠として挙げていただいていることと、これを
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削除すべきという議論が全くつながっていないのですね。先ほど、必要に応じて今後も見

ていくことになるがガイドラインに設ける必要はないとおっしゃいました。それはすべて

の項目について必要に応じて見ていくのですよ。何のためにスコーピングという手続があ

るのか。 

○原科座長 スコーピングで決めることですからね。 

○福田委員 それは当たり前の議論であって、だからわざわざここから消す必要はないし、

別の意味で言えば、スコーピングの際に、こういう影響もこの事業についてはあるかもし

れないと注意を喚起するという意味では、これはこのまま残した方がいいと思います。 

○原科座長 わかりました。これは前にこのガイドラインをつくるときの議論とかを少し

思い出しまして、確かにそうですね。どこまで目を配るべきかというようなことでござい

ますが、実際に案件ごとに調べることは限定的になりますから、ガイドラインではむしろ

そのスコープがわかるようにということだと思います。だから、これは、先ほど和集合と

申し上げましたけれども、そんなことでこの委員会としては項目に出して考えたいと思い

ます。 

 よろしいでしょうか。 

 では、次は④に参ります。「派生的・二次的・累積的な影響」。 

 現行のガイドラインでは、「調査・検討すべき影響は、プロジェクトの直接的、即時的

な影響のみならず、合理的と考えられる範囲内で、派生的・二次的な影響、累積的影響も

含む。また、プロジェクトのライフサイクルにわたる影響を考慮する」。これは当然だと

私は思っておりましたけれども、ＪＪからは、「派生的・二次的・累積的な影響は曖昧な

検討にならざるを得ない。特にライフサイクルにわたる影響については、予測・評価は困

難な面が多い」という意見をいただいております。しかし、これは当然考えなければいけ

ないことなので、外すということにはならないと思います。 

 どうでしょう。 

○福田委員 一応提案していただいているＪＩＣＡの方の御意見をまずはお聞きしたいと

思うのですが。 

○原科座長 では、御意見を御説明いただけますか。 

○事務局（渡辺） ここは課題として示させていただいたものです。外すということは考

えていませんけれども、もう少し柔軟に対応できるような表現が考えられるのではないか

と思っております。 
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○原科座長 これはスコーピングで柔軟に対応できますから、余り御懸念は要らないと思

います。特に累積的な影響というのは戦略的環境アセスが必要な大きな根拠ですし、これ

を考えないということは逆に考えられないと思います。特にこれは案件によりますね。戦

略アセスということは。例えば、前々回ぐらいでしたか、前回でしたか、ポリシー・ロー

ンの場合、ガイドラインの対象にどうかという議論がありましたけれども、世銀はセーフ

ガード・ポリシーということで、ＥＩＡを行うようなものとしては対象になっておりませ

んが、実際は環境社会配慮をやっております。逆にそういうものに対しては固有のシステ

ムをつくっていまして、具体的にはＳＥＡをやっているのです。そういうことで、ある部

分だけ見てやっていないと思っていたら大間違いで、全体像を見ないといけないですね。

考えてみれば、当たり前です。累積的な影響というのは特に我々は配慮しなければいけな

いのですから。私が所属しているＩＡＩＡでは、この１１月に累積的影響だけにテーマを

絞った大きな国際会議をカナダのカルガリーでやります。これはそれほど重要なテーマな

のです。ですから、これを外すなんてことは、私には考えられない。有識者委員会として

はこれを出さなかったら恥ずかしいことなので、我々としてはこれは当然残させていただ

きたいと思います。 

 よろしいでしょうか。 

○高梨委員 これは、この前の「予測・評価が困難があると思われる項目」と同じような

ことなのですけれども、一番難しいのは、現場でＴＯＲにどう反映するかというところな

のですね。ですから、まさに運用の問題がありまして、これを書いておいて、ではこれを

全部やれと言われて、当該プロジェクトでどうやるかというときに非常に大変なのですね。

そういう面で渡辺さんなんかは配慮されたのだろうと思うのですけれども、累積的なとこ

ろは具体的にこのプロジェクトでどこまでやるのですかというところがなかなかＴＯＲで

明晰になっていないことが多いものですから、一般的には、難しいものは個別対応して、

当該プロジェクトではこういう配慮をした方がいいというのがあった方が我々としてはや

りやすいところが正直あるのです。ですから、一般論でこうやって、このとおりやりなさ

いといったときに、では具体的に現場でどこまで調査をしたらいいのか。要するに、期間

が限られていて、予算も限られていて、その中で成果を出さなければいけないときに、ど

こまで掘り下げてやっていったらいいかというところが現場では大変苦しいので、さっき

清水委員が幾つか検索結果があったというので、そのプロジェクトをむしろ聞きたいので

すけれども、恐らくそれは何か関連のある医療プロジェクトであったり、あるいは農村の
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プロジェクトであったりということで、こういう項目が必要になるようなプロジェクトだ

ったのではないかなという気がするのですけれどね。それは別途の機会に教えてもらって

見てみたいと思いますけれども。 

○原科座長 いや、誤解があるようなので。これはあくまでスコープを示しているので、

すべてやるとは何も言っていないのです。だからケース・バイ・ケースで、計画とかプロ

ジェクトの種類によって当然変わってきます。だから、累積的影響を考えなくていいよう

な段階ではもちろん考えなくていいのです。現行でも、「合理的と考えられる範囲内で」

と書いてありますからね。あくまでもそういうことで、もともと弾力的に対応できるよう

につくってあるのです。だからこれを外す理由はないと申し上げたのです。今、高梨委員

がおっしゃったとおりで、そういうことなので、「合理的と考えられる範囲内で」という

ことをわざわざつけているのです。先ほどの人口関係もそうだと思います。スコーピング

をやってみて、この案件に関してはそこまで考えなければいけないとか、逆に、必要がな

ければそれは外していいわけです。だから、書いてあると全部やらなければいけないと思

っていただかないで、あくまでもその範囲内から考えていただく。場合によってはその範

囲でも十分足りないものがありますからね。そういうことでＡＤＢとか世銀では余り細か

く書かない。もっと対象が膨らむ場合もあるわけですよ。日本でそれを書くとなかなか幅

広く考えてくれないので、なるべく広目に書いておいたということだと思います。この

我々の記述の考え方はですね。だから、高梨委員のおっしゃったことはわかります。すべ

てに対して行うという意味ではありません。「合理的と考えられる範囲内で」ということ

でお考えいただきたいと思います。その意味では、むしろこれを外してしまうとそういう

ことを全く考えなくなってしまうと思われますので、外すわけにはいかないと思います。 

 時間を急いでいた理由を言います。１つ案件がありまして、２番目のところで協力準備

調査についての御説明をいただくのです。４時半に御説明の方が来られるということで、

時間が迫ってきたのでちょっと慌てていました。ただ、おかげさまで、今のことでよろし

ければ、ちょうど「人権への配慮」の手前のところまでということで、きょうは一回スト

ップさせていただいて、ここで協力準備調査の中身について御説明いただくことになって

おります。 

 ということでよろしいでしょうか。 

 では、もう一言。中山委員、どうぞ。 

○中山委員 今の観点ですが、私は、ＪＩＣＡさん、ＪＢＩＣさんの同意を得るというわ
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けではないですけれども、数字を出して混乱を招くようなとき、例えば道路で交通量が過

大じゃないかとか、やはり予測というのはかなり誤差を含むのですね。それで、難しいも

のについては、予測を出してかえって混乱を招くようなときは柔軟に外していただきたい。

予測したことによって、「何だ、うそじゃないか」ということで後に無用な混乱を招くこ

とがあるので、これはやはりスコーピングのときに柔軟に対応していただきたいというの

はそういうことだと思います。 

○原科座長 そうですね。スコーピングのところで柔軟に対応するということになります

けれども、ただ、提案の根拠になるようなものはある幅を持って―１つの点推定ではな

くて区間推定としてやりますから、幅を持って示すとか、そんな工夫をしていただければ

と思います。 

 どうぞ、フロアの方。 

○一般参加者（鈴木） 今のことではないのですが、進め方で、きょうのもともとの計画

だと１４までと聞いていたのですが、協力準備調査の話をして、その後これに戻るという

ことなのか…… 

○原科座長 時間の余裕があれば戻ります。ただ、ちょっとわかりません。 

○一般参加者（鈴木） ヒューマンライツ・ナウの鈴木と申しますが、次回は来れないも

のですから、一応ヒューマンライツ・ナウで提案したものの趣旨の説明ぐらいはしたいな

と思っているのですが。 

○原科座長 それは長くないですね。だから、多分戻ると思います。 

 御説明は何分ぐらいですか。 

○ＪＢＩＣ（中澤） 議論次第です。 

○原科座長 そうですね。質問の出方ですよね。 

○清水委員 済みません、私が介入するのもおかしな話なのですけれども、先ほど鈴木さ

んと少しお話ししたのですけれども、鈴木さんは、実は１４以外に後ろの論点でも幾つか

論点を出されているのですね。そういう意味では、鈴木さんはこの委員会に出席できる日

がかなり限られているようでして、９月１０日でしたらいらっしゃれるようですので、そ

のあたりにまとめてヒューマンライツ・ナウの論点に関してやるということは可能でしょ

うか。 

○原科座長 では、これは皆さんの御意見を伺いましょう。順番を１０日に回すというこ

とでいいですか。それでよければそうしましょうか。 
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 では、皆さんの御賛同を得ましたので、順番はそういうことで、ヒューマンライツ・ナ

ウの方が御参加できる９月１０日ということで、そっちに回します。 

 そうすると、１４番と、あと何番ですか。それを御提案ください。先住民族ですか。 

○一般参加者（鈴木） １４番と、ヒューマンライツ・ナウで提言しているものがあるの

は、１６番の「その他」の中にあります。あとは、同じことも含まれているのですが、２

９ページの「その他」のところに入っています。 

○原科座長 では、ヒューマンライツ・ナウが御意見を出されたものは後回しということ

にいたしましょう。１０日ですとかなり厳しいところがありますけれども、１０日の最初

にそのことを議論して、１０日でまとめる。それで、予定より少しおくれているので、や

はりもう一回ぐらい会議を開くということになる可能性がありますね。最初に申し上げま

したが、１０日までに仕上げるということだったのですけれども、それにもう一回加えま

して１０日以降にやるようなことになるかと思います。そういうこともありますので、１

０日に回しても何とか対応できると思います。では、１０日の最初にこれを扱うといたし

ましょう。 

 それでは、皆さんの御賛同を得ましたので、そんな進め方にいたします。 

 

（２）協力準備調査について 

 

○原科座長 では、次に、きょうの議題（２）で用意いたしました事項になります協力準

備調査について御説明いただきます。 

 では、どうぞお願いいたします。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） それでは、最初に資料の説明をさせていただきます。その上で御質

問等にお答えしていきたいと思います。 

 １２－２－１という資料をごらんください。協力準備調査についてこれまでこの委員会

でもお話ししてきた内容を取りまとめて紙にしております。お話ししていなかったことも

若干含まれております。 

 紙の建てつけとしては、１は協力準備調査の趣旨、２は協力準備調査というのはどのよ

うなことを目的にしている内容なのかということ、それから３は「現行調査スキームとの

関係」と書いてありますが、協力準備調査の類型ととっていただいてもいいと思います。

４が「基本業務フロー」ということで、大きな流れを示させていただいております。３枚
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目に「新ＪＩＣＡの業務フローにおける各主体の役割」と題してチャートをつけておりま

す。 

 「趣旨」でございますけれども、新ＪＩＣＡ発足に伴いまして、これまで技術協力、有

償資金協力、無償資金協力それぞれの援助手法が独自に有していた案件形成のための調査

プロセスを、３つの援助手法の相乗効果を発現させる観点から原則として統一し、協力準

備調査という形で共通の調査プロセスを導入する。こういう調査プロセスを導入すること

によりまして、新ＪＩＣＡ発足、第１回目に御説明させていただきましたが、３つの原則

がございます。効率性・機動性、相乗効果、一体性、これらの原則を念頭に置きながら、

案件の実施を準備する段階での機動性・迅速性を確保するというのが大きな趣旨としてご

ざいます。この協力準備調査は、法律上の位置づけとしましては、改正後の国際協力機構

法、これは１０月１日に施行されますけれども、これの第１３条「業務の範囲」第１項第

８号の規定を根拠として実施いたします。第８号の規定というのは、「前各号に掲げる業

務に関連して必要な調査及び研究を行うこと」ということで、いわゆる技術協力であると

か無償資金協力であるとか有償資金協力であるといったような業務に関連して必要な調

査・研究を行う、こういった規定を根拠として実施する調査でございます。 

 「協力準備調査の内容」でございますが、大きく２つの段階に分けて説明させていただ

きたいと思います。１つは、ある途上国のある特定の開発目標の達成を支援するための協

力目標、そしてそれを達成するための適切な協力シナリオの形成を行う。協力プログラム

と我々申し上げることもありますけれども、協力プログラムの形成、これが１つでござい

ます。２つ目は、個別の案件、これは有償資金協力の案件であったり無償資金協力の案件

であったり技術協力の案件であったりしますが、個別の案件の発掘・形成、個別の案件の

基本事業計画の策定と協力内容の提案、当該案件の妥当性・有効性・効率性の確認。協力

プログラムにフォーカスする部分と、個別の案件にフォーカスする部分と２つあると御理

解ください。 

 「現行調査スキームとの関係」でございますけれども、１で述べましたように、協力準

備調査というのは新しい概念のもとに開始する新たな調査スキームでございますけれども、

調査の内容面から見たとき、これから申し上げるような現行の各種調査が協力準備調査に

関係します。関係と言うとちょっと抽象的な表現かもしれませんけれども、ここで列記し

ているようなこれまでの調査が担っていた役割が協力準備調査において実現されると御理

解いただければと思います。 
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 （１）が、現在のＪＩＣＡが実施しているプロジェクト形成調査。 

 （２）が、現在のＪＩＣＡが実施している開発調査のうち、我が国の将来の協力案件、

主に資金協力になると思いますけれども、これらの形成または事前準備としての性格を有

するフィージビリティ・スタディ等ということで、「等」については、マスタープランか

らＦ／Ｓにつながるものも入ってくるということです。Ｍ／Ｐ＋Ｆ／Ｓのようなものもあ

るということです。 

 （３）として、現在のＪＩＣＡによる無償資金協力の事前の調査、いわゆる基本設計調

査と言われているものでございます。 

 それから、現在のＪＢＩＣによるＳＡＰＲＯＦ。 

 ここで、（注）で現在の開発調査はどうなるのかということを簡単に述べさせていただ

いております。現在の開発調査も技術協力として実施しております。したがって、協力準

備調査を実施して開発調査という案件が形成されるということが論理的にあり得るのです

ね。ただ、調査をやって調査を形成するというのも余りに不思議な話でございますので、

協力準備調査の導入に伴いましてこの開発調査についても整理いたしました。開発調査は

今いろいろな種類のものをやっていますけれども、政策立案または公共事業計画策定・支

援に係る調査であって、原則、我が方の資金協力を必ずしも想定していないものは、いわ

ゆる技術協力、「開発計画調査型技術協力」という名前で実施するということでございま

す。 

 ４で基本業務フローを御説明いたします。（１）「協力準備調査の実施決定」、（２）

「協力準備調査の実施」、（３）「調査の結果に基づく個別案件の対処方針の協議」、

（４）「対処方針に基づく審査等」、（５）「政府への報告」ということで説明いたしま

す。 

 まず「協力準備調査の実施決定」でございますけれども、これはだれが決定するのかと

問われれば、ＪＩＣＡが決定いたします。その際、プロセスとして何があるかと言われま

すと、外務省と協議をして決定いたします。決定に際してはどのような情報に基づいて決

定するのかということでございますが、１つは我が国のＯＤＡ政策、それから相手国の開

発計画、それから先方政府の意向ですね。日本にやってもらいたいかどうかとか。それか

ら実施機関たる新ＪＩＣＡとしての方針といったようなものを総合的に勘案しまして、Ｊ

ＩＣＡがこういった案件について協力準備調査を実施したらいいのではないかという提案

を政府にして決めていくということです。このとき、協力準備調査の客体としては、個別
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の案件もございますし、場合によっては、協力シナリオを含むと書いてありますけれども、

いわゆる協力プログラムづくりのようなものも含まれてきます。基本的なパターンとして

はＪＩＣＡの方で提案するのですけれども、協力準備調査の実施に当たりましては外交政

策上のニーズというものも踏まえて実施していくことになりますので、さまざまな政策サ

イドのニーズに基づいて外務省からの要請に応じて協力準備調査の実施を決定する場合も

あるということです。ＪＩＣＡの中でどこが主管するのかと問われますと、地域担当部、

新しい組織におきましては７つの地域担当部ができますけれども、それぞれの地域を主管

する地域担当部が最終的な決定のための決裁等を起案して実施に移していくということで

す。これは協力準備調査を行う案件を決めるという部分ですね。 

 ２番目が、協力準備調査を行うという話と一体的に検討される部分はあると思いますけ

れども、どのような調査を行うのかということです。具体的な調査実施をどのようにして

いくのか。ＴＯＲをどうするのかとか、外部のリソース、コンサルタント等を使って調達

して実際の調査を実施していきますので、その準備であるとか、これらをＪＩＣＡは行い

ます。具体的な現地調査は調査団を現地に派遣することになりますので、当然、先方政府

からそういう調査を行うことについての受け入れの了解をとって行うことになります。Ｔ

ＯＲはどのように作成するかということですけれども、ＪＩＣＡは、先方政府から提出さ

れる情報、在外事務所が日常的に収集する情報、本邦から派遣される調査団や専門家から

得られる情報等を総合的に勘案してＴＯＲを作成することになります。前回だったと思い

ますけれども、いろいろなやり方でＴＯＲ作成のための準備をするということでございま

す。具体的な調査を実施する部はどこかということですけれども、これもこの主管である

地域担当部が決定します。地域担当部みずからが実施する場合もございますし、新ＪＩＣ

Ａにおきましては課題を担当する部が６つできますけれども、その課題部に任せて調査を

実施する場合もありますし、在外事務所が現地のリソースを使って実施する場合もあると

いうことです。 

 現地調査を実施していろいろな情報が集まってきますと、特に個別の案件の場合はさら

にその先どのように対応していくかということを考えなければいけなくなるわけですけれ

ども、この段階に至りますと再度政府との協議を行うことになります。協力準備調査の現

地調査―恐らく第１回目、第２回目ぐらいになるかと思いますが―が終わると、その

結果に基づいて、具体的にこの個別案件に対してどのように対応していくのか、どのよう

なコンポーネントにしていくのかとか、どのような目的を掲げるのかといったようなこと
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についてＪＩＣＡが調査結果に基づくペーパーを日本政府に提案して、対応を協議する。

ここで概略、この個別案件についてはどのぐらいの規模でどのような内容でということが

固まってくるということになります。 

 ここに至りますとかなり審査に近くなってきますので、相手国政府からの正式要請書が

遅くともこの時点までには入手できているということを現在の業務フローでは想定してお

ります。逆に言うと、この時点でまだ相手国からの正式な要請がとれない場合はなかなか

次のステップには進めないということになるかと思います。 

 この協議が終わりますと、ここから先、有償の場合とか無償の場合では少しやり方が変

わりますけれども、無償については、協力準備調査をさらに続けて、具体的な設計・積算

に入っていくということです。有償の場合であると、いわゆる審査、アプレイザルに入っ

ていくことになります。これが（４）です。「ＪＩＣＡは、個別案件の対処方針の確認を

踏まえ、実施機関としての審査、調査等を実施」するということです。 

 最終的に、これに基づいて出てきた審査、調査の結果を日本政府に報告する。 

 これが協力準備調査を広く見たときの基本業務フローになると考えております。 

 チャートの方はそれを絵に落としたものですけれども、ここで注意していただきたいの

は、相手国政府で「要請書を提出」という箱があるのですけれども、要請書が提出される

タイミングというのは実はもう少し早い段階からもあり得るのです。下の方に行きますと

矢印が「個別案件の対処方針の協議」というところに直接延びていると思います。要する

に、協力準備調査を経ずに、先方政府からの要請を受けてダイレクトに個別案件の対処方

針の協議に入って、それから審査に行くというケースもあるということです。特に有償資

金協力、技術協力については、協力準備調査をかけずに個別案件の対処方針を政府と行い、

審査に入る、あるいは審査・調査に入ることがあり得るということです。いずれにしまし

ても、審査等をＪＩＣＡが行って、その結果を日本政府に報告して、日本政府が案件の実

施につき最終的な判断を行うということになります。それを踏まえて閣議決定、そして相

手国政府と日本政府の間の国際約束。これを踏まえて実施機関の間の合意文書の締結とい

うことになります。 

 以上です。 

○原科座長 どうも御説明ありがとうございました。 

 それでは、今の御説明に関しまして御質問ございましたら、お願いいたします。 

 中山委員、どうぞ。 
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○中山委員 例えば従来ＪＩＣＡがやっている無償の基本設計というのは（３）でよろし

いのですか。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） そうでございます。 

○原科座長 高見委員、どうぞ。 

○高見委員 非常に基本的な話で申しわけないのですけれども、実施決定というのは大体

どんなサイクルでされることを考えているのですか。随時決めていく形になるのですか。

それは国によって違いはあるのでしょうけれども、どんな形でやっていかれることになる

のでしょうか。それが１つ。 

 あと、この調査は、期間とか、これも案件がマチュアかどうかによっていろいろ違って

くるし、一概にどうということは言えないのかもしれませんけれども、どれぐらいの期間

でやるとか、あるいは費用的にどれぐらいでやるとか、そういったところはいかがでしょ

うか。 

○ＪＢＩＣ（中澤） まず、随時行うような形になるのかということですけれども、先ほ

ど植嶋さんから説明がありましたとおり、協力準備調査というのは、いわゆる調査業務と

いう形で行われます。関連する技術協力として実施していた調査であれば要望調査との関

係が出てくるかと思いますけれども、協力準備調査については要望調査にとらわれず、基

本的には随時と考えております。ただ、おっしゃられましたとおり、国ごと、あるいはス

キームごとのサイクルというのは実際上ございますので、ある程度国によって、大体毎年

このぐらいの時期から始めて、このぐらいに終わって、それをもとに政府にお諮りした上

で対処方針等が協議されるというサイクルができてくるとは思います。ただし基本的な考

え方としては随時ということでございます。 

 それから、どのぐらいの期間かということですが、これも先ほど３のところでこちらか

ら説明させていただきました関連の調査との関係で申し上げるのが一番御理解いただくの

が容易かなと思いますけれども、この協力準備調査はかなり幅の広いものだと思っており

まして、２にもございますように、協力シナリオの形成の部分もあれば、個別の案件につ

いての発掘・形成、あるいは基本事業計画の策定と協力内容の提案というようなことで、

まず（１）か（２）かということでも期間が変わってくるでしょう。それから、現在の現

行調査との関連で、例えば割と先方政府が準備をしていて、補完的に協力の準備をさせて

いただくようなケースもあれば、先方政府として開発ニーズというようなことは確認され

ているけれども、具体的な基本的な事業計画もまだ策定されていない場合等々でかなり変

 59



わってくるものがあると思います。ですので、短いものであれば本当に全体で数カ月とい

うようなものもあれば、長いものについては、場合によってまさにこれまでフルスケール

でやってきたＦ／Ｓ等に近いようなものもあり得るのかなと思っています。 

 ただ、１つは随時実施というようなことで、新ＪＩＣＡにおいて期待が高くなっており

ます機動性であったり迅速性を高めるつもりでありますし、手続的な意味でもできる限り

そういったトランザクションコストを減らしていくことによって開発ニーズに柔軟に対応

できるような形にはしたいと考えております。 

○原科座長 それでは、フロアから。 

○一般参加者（満田） 地球・人間環境フォーラムの満田と申します。御説明ありがとう

ございました。 

 ２ページ目の基本業務フローについて質問したいと思っています。 

 この基本業務フローは（１）の実施決定から始まってしまっているのですが、普通に考

えてその前に実施検討という段階があるのかなと考えております。（２）の御説明の中で、

（１）の実施決定と一体的に検討することもあるという御説明だったと思うのですが、恐

らく通常に考えて、協力準備調査をやる必要があるのか、どういう調査が必要なのかとい

うことは、開発調査にしてもＳＡＰＲＯＦのような調査についても、現在でも実施決定前

の検討段階で当然検討されるのかなと考えておりますが、それに違いがないかということ

です。つまり、特に気にしておりますが、再三御説明して聞き飽きたと思われるかもしれ

ませんが、ＴＯＲ案は、恐らく現在のＳＡＰＲＯＦでも、ＳＡＰＲＯＦをやるかやらない

かということを意思決定する段階で相当細かいマトリクスのようなものをつくられて、こ

ういうＴＯＲだったらやる必要がある、やるべきだ、あるいはＳＡＰＲＯＦまでやる必要

はないねというような内部での相当程度の検討が現在でもされていると思いますし、新Ｊ

ＩＣＡにおいてもされてしかるべきだと考えているのです。もちろん、そういう細かい話

を―細かい話というのは、外務省と協議をする前の段階の内部的な手続の中でされると

思うのですが、要はＴＯＲ案の検討というものは実施決定の前にありますよねと、そうい

う確認をさせていただきたいと思います。 

○原科座長 実施決定の前にいろいろ検討段階がおありだと思いますが、そこのところを

御説明願います。 

○ＪＢＩＣ（中澤） 何回か前にも同じようなことを申し上げておりますが、確かにそこ

はシークエンスとして難しい部分があると思います。と申しますのは、協力準備調査を本
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当に実施するのか否か、実施しないとすれば既に先方政府が準備しているようなさまざま

な調査を使って新ＪＩＣＡとして、どのスキームであれ、審査に行けるというような判断

をするような段階もあるとは思います。一方で、まずは開発ニーズの観点からこういった

事業を将来的なＪＩＣＡの協力案件として考えるべきかどうかという議論があった上で、

では具体的にそれを政府の方針検討あるいは新ＪＩＣＡにおける審査の過程に持っていく

ためにどういう内容の準備をしていけばいいのかと考える場合もあると思うのです。です

ので、おっしゃられるとおり、そもそも協力準備調査の実施決定というところにおいては、

前者の例であれば、そもそもＴＯＲとしてこういうことをやっておかないと審査まで持っ

ていけないよねという、かなりＴＯＲ先行のことももちろんあり得ると思うのですが、後

者の場合であれば、そもそもそういう案件を協力対象として考えるべきか、まずはそちら

からスタートすると思うのです。当然その段階で、どういうＴＯＲが調査に必要になって

くるかという大まかなアイデアはあったとしても、そもそもそういう案件について日本政

府も含め支援に対して政策等の観点から前向きであるのかどうかということを先に確認し

た上で、より詳細なＴＯＲを検討していく。多分そういうシーケンスになっていくと思い

ます。説明が必ずしもわかりやすくなっていないのではないかと心配はしておりますけれ

ども、おっしゃられるとおり、必ずしも協力準備調査をやるという意思決定があってから、

一からＴＯＲを検討するというような場合はないのかもしれません。ただ、ここで言って

いる（２）のＴＯＲの作成というのは、どちらかと言いますと、例えばコンサルタントさ

んに委託させていただくような、本当に具体的なＴＯＲをどこまで詰めるかというような

ことを含めた段階だと御理解いただければと思います。 

○一般参加者（満田） ありがとうございました。理解したような理解していないような

ところがあるのですが。 

 若干私の意見も混じった質問になってしまうかもしれないのですが、私としては、それ

は物によって資金協力に結びつけていくための協力準備調査と協力スキームをつくるため

の協力準備調査で手続とか検討のやり方は違うのだろうなと思っておりまして、ひょっと

したら、資金協力を行うプロジェクトが具体的に見えている場合は、例えば現行のＳＡＰ

ＲＯＦでやられているように、既存の調査はこれこれこういうものがあって、ない情報は

これとこれですね、この案件はこれこれこういうものがあって非常に有望である、ニーズ

がある、だからＳＡＰＲＯＦをやれば協力につながる必然性が高いという、そういうもの

といろいろなのだろうと。多分その２つ、協力スキームと案件につなげるような調査は分
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けて考える必要があるのかなというのが私の意見でございます。 

 ＪＢＩＣさんの現在の、例えばＳＡＰＲＯＦを実施するか否かという検討の仕方は非常

に精密でありまして、私も非常に感銘を受けているところで、新ＪＩＣＡとしても、協力

準備調査の検討を行う段階でどういう調査を行わなければならないのかということを詰め

て考えねば、協力準備調査をやるか否かという意思決定はできないのではないかと思って

いるのです。ですから、これは意見なのですが、ＴＯＲ案を実施検討段階で詰めてから実

施決定をやるべきであろうと。つまり、協力準備調査といえども、これは公的なお金を使

ってやる調査でありますので、新ＪＩＣＡの機動性、迅速性、効率性から考えても協力準

備調査に入る前の段階の検討は非常に慎重に行うべきであろうと、繰り返しになってくど

くて申しわけないのですが、それが私の意見でございます。 

○ＪＢＩＣ（中澤） ちょっと私の説明がわかりにくい面があったのだと思います。 

 おっしゃるとおりだと思います。（１）で実施決定と言っていますのは、これはあくま

で政策レベルで考えた場合に、こういった開発ニーズに対して新ＪＩＣＡとして協力する

ことが適当かどうかということでの判断の部分でございまして、具体的にな調査の内容、

ＴＯＲ等も含めて実施決定するという意味では、おっしゃるとおり（２）の段階になると

思っています。ですので、もうニーズがアイデンティファイされた段階、調査の必要性が

認知された段階で、ＴＯＲを詰めもせずに実施を最終決定して後戻りできないという話で

はないと思っています。ただ、そもそもさまざまな開発ニーズがある中で、日本の資源、

あるいは新ＪＩＣＡも含めた資源も限られている中で、どういう開発課題に対してどうい

うタイミングで調査を打っていくべきかというところは当然政策の判断があると思ってお

りますので、そういう意味での第１段階の―第１段階という言い方が適当かどうかわか

りませんけれども―判断は、必ずしもすべてのＴＯＲについて詰めて案を策定した上で

話をするというものでもないのかなとは思っています。 

○一般参加者（満田） 今おっしゃった前半部分は非常によくわかって、ちょっと意訳が

入っているかもしれないのですが、実施するか否かの前に内部的に（２）で書かれている

ような、ここに実施という名前で検討の話も書いてあるような気がするのですが、要は検

討があってから実施決定をする。その検討の中には、どこまで詰まったものかは別として

ＴＯＲ案も素材として含まれているという理解ですか。ちょっとのみ込みが悪くて申しわ

けないのですが、後半の部分がちょっと。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） （１）と（２）をなぜ分けて書いたかというと、決定のプロセスと
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いうか、だれが決定するのかというところで違うのです。（１）では外務省との協議をや

るのです。そのときに何を協議するかというと、例えば、今度の調査の調査期間は１０カ

月でとか、調査項目はこれでとか、そういう話ではなくて、協力準備調査を行う客体とな

る案件がこうこうこういうものなので、これが政府の方針の観点から見て妥当かどうかと、

その部分を決めるときは政府レベルでの確認が必要だということで（１）があるのです。

その話とは別に、では具体的にどういう期間で、どういう調査内容で、何をやるかという

話、これは政府の方は基本的に新ＪＩＣＡ、実施機関に判断をゆだねている。そこは役割

分担ができているということなのです。ですから、何カ月でやるかとか、調査団は何人に

するかとか、調査項目を何にするかということについては政府は一々チェックはしないと

いうことなのです。 

○高梨委員 若干確認させていただければと思うのですが、１ページの下にある、新しい

用語だと思うのですが、「開発計画調査型技術協力」と…… 

○原科座長 今のところではないのですか。 

○高梨委員 ああ、今のではなくて。 

○原科座長 では、今のところで。申しわけないですけれども。 

○福田委員 御存じのとおり、我々はＴＯＲ案の公開、要するに、１つは実施決定前に案

件がわかることと、もう１つはＴＯＲ案にコメントする機会があることという２つにこだ

わってこういうことをお伺いしているのですが、今の説明の中で若干わからなかったので

すけれども、外務省との協議についてはわかったのですが、（１）の中でＪＩＣＡが実施

を決定する際に、調査の期間、調査の内容、それから私が非常に重要だと思っているのは

どれぐらいお金をかけるかということです。当該協力準備調査にかける予算というのはこ

の（１）の実施決定の中に入ってくるのかこないのか、その点については（２）に入って

もまだフレキシブルなのかどうかということについて教えていただければと思います。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） （１）は外務省との協議ということになりますけれども、その段階

では、協力準備調査に幾らかけるとかそういうことは協議の対象にはなっていません。 

○福田委員 その外務省との協議を経た後、（１）の中でＪＩＣＡが実施を決定するとい

う段階でも同じことですか。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） （２）の段階ですか。 

○福田委員 （１）。（１）というのは、最初の文章には何が書かれているかというと、

ＪＩＣＡが「候補案件を提示し、外務省との協議のうえ実施を決定」すると書いてあるの
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ですね。この段階でどこまでフィックスなのか。もしこの段階で予算までフィックスなの

であれば、やはりこの前に、ＴＯＲの概略でもいいので外に出すべきではないかというこ

とになってくると思いますし、この段階で予算とか期間はまだ動きますよということであ

れば、実施決定の後にＴＯＲ案の公開ということでもいいのかなというのが私の今の頭の

整理です。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） 大まかなイメージは持ちながら外務省との協議もするのですけれど

も、この時点ではきちんとした金額は決まっていないですね。内部で積算みたいなものを

きちんとやって、企画書をつくって、そこで初めて決まってきますから、決裁のプロセス

としては異なると考えていただいていいと思います。 

○福田委員 その決裁のプロセスというのは、（１）で言っている「実施を決定」の後に

起こるということですか。 

○原科座長 そうすると、ここで実施を決定したら、とにかく協力準備調査をやることは

ここで決まってしまうのですね。今伺っていたら、それだったら、まず協力準備調査を検

討するかどうか決定する段階もあるのかなと思ったのですけれどね。実施するかどうか、

実施の検討を判断するところがあるじゃないですか。そういうところはないですか。実施

することはそこでもうぽっと決まってしまうわけですか。そうすると、（２）は実施の内

容ですね。 

○ＪＢＩＣ（中澤） 先ほど植嶋さんから申し上げたように、（１）と（２）を分けてい

る理由は、意思決定者が違うという部分がメインです。（１）の方でＪＩＣＡが「外務省

と協議のうえ実施を決定」と言っておりますけれども、ここで一回ＪＩＣＡとして実施を

決定した上で、（２）においてディテールを決めてもう一度決定するという考え方でこの

文章を書いたわけではございません。外務省の了解、こういった案件について協力準備の

ための調査を打つということの協議をしたことを踏まえて、最終的に、当然ＴＯＲ等も協

議した上でＪＩＣＡとして意思決定するのだということです。必ずしも２段階に分けてＪ

ＩＣＡが意思決定するということをこの文章で言おうとしたということではないと思いま

す。 

○福田委員 その点については余り疑問はなくて、恐らく決定というところが扱われてい

るのは（１）だけだと思うのです。その決定が生じた後でも、ＴＯＲ案は当然のこと、予

算なり期間なりといったことについては変更可能であるということを確認したいという趣

旨であります。 
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○原科座長 今の御説明だと、これはその次の段階でしょう。判断するのは。 

 では、今の御質問にお答え願えますか。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） フローチャートの方を見ていただくとわかるのですけれども、実施

決定の後にＴＯＲ作成と書いてあるとおりなのですが。 

○原科座長 私もそうであると今の御説明で理解しました。そうではないということです

か。 

 どうぞ、フロアから。 

○一般参加者（満田） 地球・人間環境フォーラムの満田です。 

 ＪＩＣＡさんがそうだと御説明しているのに、そんなはずはないだろうというようなこ

とを言うのも非常に変だなと思うのですが、私はそんなはずはないと思っておりまして、

当然外務省さんに持っていく前に新ＪＩＣＡさんとしての検討はあってしかるべきで、そ

れは省略されたのかなと私は思ったのです。この２ページ目に（０）「検討」というのが

あって、外務省さんに持っていく前に、いかに協力準備調査が必要なのかという新ＪＩＣ

Ａさんとしてのさまざまな検討がありまして、その中でこれは価値があるというような判

断をされて外務省さんに持っていかれて、それが日本政府の政策に合うかどうかというこ

とを協議されて、ではいこうということで実施決定に至るのかなと。それは結構当然のプ

ロセスかなと思っていたのです。まさかＮＧＯがいろいろ提案しているから略されたわけ

ではないだろうとは思っておりますが、そこら辺はぜひ、やはり実施決定の前には検討が

あってしかるべきですし、先ほど中澤課長御自身もおっしゃったように少ないリソースで

やる調査ですから、当然のことながらふるい分けというのはあるわけですよね。 

 本当にしつこい質問で申しわけありません。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） いえ、説明が悪いから御理解いただけないだけだろうと思いますけ

れども、これから形成しようとする案件のＴＯＲというのは当然検討します。それをもっ

て政府と、こういう案件について案件形成をやりたいのです、どうでしょうかという話を

して、それで実施決定をする。その話と、では具体的にどういう段取りで調査を進めてい

きますかというのはその次の段階で決めるということを申し上げているだけなのですけれ

ども。 

○原科座長 では、もう一回、満田さん。 

○一般参加者（満田） 本当に大変申しわけないと思っているのですが、要は、最終的に

持っていくプロジェクトの概要というのは当然イメージされて入っていくのだと思うので
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す。今おっしゃったのは、外務省との協議は最終的に資金協力を行うプロジェクトのニー

ズなり何なりを協議するという意味でおっしゃったのかなと思ったのです。もう１つおっ

しゃったのは、それに持っていくための協力準備調査の内容は、新ＪＩＣＡとして新ＪＩ

ＣＡが必要と思ったＴＯＲを練っていくということですよね。といたしますと、協力準備

調査の前の段階で、協力準備調査をやるか否かというのは、御説明の中でもありましたよ

うに、例えば相手国がどの程度Ｆ／Ｓをやっているとかやっていないとか、ＥＩＡをやっ

ているとかやっていないとか、そこによるわけですよね。といたしますと、新ＪＩＣＡさ

んとして行われる協力準備調査の内容の話というのは、要は協力準備調査ではなくてもい

いわけですから、相手国からの正式要請を踏まえて協力準備調査なしにアプレイザルに入

ることもあるわけで、外務省さんとの相談の内容というのは、協力準備調査の要不要とい

うよりは、プロジェクトの話なのかなと。といたしますと、一体協力準備調査をやるべき

か否かという決定というのは、ちょっと自分で言っていてわからなくなりましたが、新Ｊ

ＩＣＡさんとしてされるということなのでしょうか。 

○ＪＢＩＣ（中澤） こういう言い方でおわかりいただけるかどうかなのですが、協力準

備調査をＪＩＣＡにおいて検討する、例えばスリランカのこういう開発課題に対して円借

款で支援をしていく必要があるだろうというようなあたりから検討が始まると思うのです

が、それは国別援助計画であったり、そういった政府の政策等を踏まえて、こういう開発

ニーズに日本としてこたえていく必要があるのではないかと、まずそこがある。そして先

方政府の準備状況を見ていく。もしかしたら先方政府がつくったＦ／Ｓがあるかもしれな

い。あるいは、開発ニーズはわかっているけれども、まだそういった準備の段階の調査も

全くできていないかもしれない。それを踏まえて、新ＪＩＣＡの中で、もし先方政府が準

備をしているものですぐに審査に入れるということであれば、それはすぐに政府にその対

処方針について御検討いただいた上で新ＪＩＣＡの審査に行くということだと思いますけ

れども、仮に審査に行くに当たって足りない部分があると考えたとしますと、どういう形

で準備を進めていけば政府の方で個別案件の対処方針の協議、チャートの真ん中辺にある

ものですけれども、そこまで行けるのかということをＪＩＣＡの方で考えていくのだと思

うのです。それを考えていくに当たって協力準備調査をやる必要があると考えれば、ＪＩ

ＣＡの中で、どういった内容の調査を、例えばどういった専門家を活用して、あるいはど

のぐらいの期間、どのぐらいの資金を投入してやろうかということを決めていくことにな

るのだと思います。それが決定されれば、それをコンサルタントの方にお願いするという
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ことで公示をする。当然その段階では、具体的な、想定されるマン・マンスであったり専

門家の種類であったりというのが決まっているのだと思います。そういった一連の流れの

中で、協力準備調査を打つ場合に外務省と協議をして確認を得る必要がある。その段階と

いうのは、すべてのＴＯＲがかっちり決まって、専門家の数も決まって、期間も決まって

というときに、それが全部セットされてから外務省に確認を―政策面での確認というこ

とになりますので―お願いするということでは必ずしもないだろうと。逆に、そこまで

全部詰めた上で行って、いや、これは日本政府の今の政策とは違うからやるべきではない

と言われると、こちらのリソース投入の無駄の問題も出てくるものですから。それよりも

もうちょっと早い段階でも十分、政策的な意味、日本政府のプライオリティという意味で

の御判断はいただけるだろうと思いますので、そういう一連の流れの中で外務省に将来の

こういう協力案件を念頭に置きながら協力準備調査を打つということを御確認いただくの

だと、そういう流れで御理解いただいたらいいのではないかと思います。 

○原科座長 高梨委員、どうぞ。 

○高梨委員 このフローチャートで１つ抜けているから議論がわかりにくいのだと思うの

ですけれども、現地の当該国の開発ニーズの検討、プログラム化ということで、いわゆる

ＯＤＡタスクによるローリングプランというのが実はこの上にあるのですね。それが日本

政府と新ＪＩＣＡがかぶっていて、そこで従来やっているようなロングリストをつくりな

がら、当該国についていつからどういう調査を仕掛けるかというのは恐らくローリングプ

ランの中でだんだん詰めていくのだろうと思うのです。そこでいよいよ来年度は何をやる

かというときに最終的にショートリストにして、電力であればとりあえず発電所のＦ／Ｓ

をかけようかというようなことを、ＯＤＡタスク、それからそれを日本側で持ち寄って外

務省さんとＪＩＣＡさんで検討して、恐らくそこから、この案件について協力準備調査を

かけましょうかというような段取りになっていくのだろうと思うのです。ですから、そこ

では案件の採択というよりは、まずどの案件に協力準備調査をかけるか、そこがこの協力

準備調査のみそだと思っているのですが、要するに要請を必要としない形で、ＪＩＣＡさ

んあるいは日本側の意思で調査団を派遣しようということになるので、恐らくこの上にロ

ーリングプランを入れれば少し話がわかるようになると思います。 

 それから、この図で若干割愛されているのだと思うのですけれども、右側の「協力準備

調査」のＴＯＲ作成の下に実は３事業が隠れているのですね。いわゆるＦ／ＳとＢ／Ｄと

技プロの事前調査。この枠の中に本来この３事業が流れていなければいけないと思うので
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すけれども、そういうことで、例えば現地から直接来るＳＡＰＲＯＦなんかでしたら、そ

ういう協力準備調査をかける前に恐らくどこかでＳＡＰＲＯＦの要請が出てくるのではな

いかと思いますけれども。 

 このフローチャートで私がよくわからないのは、「調査実施了解」というのがあるので

すけれども、これは現実に現地で調査するときに非常に大事なので、今、要請を必要とし

ないわけですけれども、恐らく現地政府とは何らかのＭＯＵ等をここで結ぶのだろうと思

うのです。そこで、カウンターパートをしっかり手配してください、環境社会配慮に関係

するデータを協力してくださいというようなことの確認をとった上で、例えばＦ／Ｓ、Ｂ

／Ｄ、技プロの事前調査を右でかけるのだと私は想定したのですけれどね。ただ、審査の

ときに若干わからないのは、現在はＦ／Ｓ調査なんかは技術協力という形になっています

ので、向こうの要請に基づいてつくって現地におさめているわけです。今度、協力準備調

査ということですと、そのＦ／Ｓのレポートが日本側の協力のための準備の資料になるわ

けです。そうすると、相手から要請されたときの審査の対象の資料になるのがそれしかな

いわけです。新たにつくった場合はですね。そうすると、日本側でつくった準備資料を審

査の対象にするのも何かちょっと変だなという気持ちもあって。通常はそこは形式的に向

こうにＦ／Ｓのレポートを提出しているので、それを向こうがレビューして、金額の調整

等で審査ミッションをかけるのだろうと思うのですけれども、そこは手続的にはどうされ

るのですか。 

○原科座長 大事なことを御指摘になったと思います。 

 プロセスの中で、この図の上の方にローリングプランのところを入れたらもっとよくわ

かるだろうということでございました。案件発掘段階というのですね。それはやはりかい

ておかないとおかしいと思います。やはり全体のプロジェクトサイクルを考えるべきです。 

 それから、最後のところで、日本側でつくった準備資料を審査するというようなことで、

そういう考え方でよろしいか。これでいいのかもしれないですけれども、それでいいのか

なということですね。 

 いかがでしょうか。 

○事務局（廿枝） 今の高梨さんの最後の御質問ですけれども、まさに今日この御説明さ

せていただいたもので明らかになりましたように、協力準備調査はいろいろなタイプがあ

るわけでございます。 

 もともと相手国が自分でＦ／Ｓをつくった場合は、彼らは彼らなりにこのＦ／Ｓで十分
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だと思っていて、自国の財政当局、財務省とも相談の上で、円借款の場合はお金を借りる

という政策決定をしないといけないので、ではこのＦ／Ｓ案件の実施に日本から幾らお金

を借りてよしという財政当局の承認を得た上で要請を出してくるわけです。ところが、

我々がそのＦ／Ｓを見ると、残念ながらこういうところが足りない、ああいうところも足

りない、ただ案件としては非常にいい案件のように見えるという場合には、今度は協力準

備調査の一部になりますけれども、現行の我々のＳＡＰＲＯＦのような補完的な調査をか

ける。御案内のとおり、今も我々のＳＡＰＲＯＦというのは英文の報告書でございますの

で、終わった後はそれを相手国政府に渡して、それも踏まえて、もしこういうふうになる

のだったらもういいです、と要請を引っ込める場合だって、当然彼らはそういう権利を持

っているわけですけれども、では、これでぜひ、前に出した要請をそのままバリッドのも

のとして進めてほしいということを得た上で我々は審査ミッションを出すわけです。 

 ゼロからＦ／Ｓをつくるような場合は、協力準備調査の成果物ができたら、我々は審査

に行く前にもう一回それを相手国に、我々が協力準備調査としてＦ／Ｓを作ったらこうな

りました、このようなフィージビリティとか、環境社会配慮面はこのような結果になりま

した、事業費としてはこれぐらいと見積もられます、おたくの国だと金利は何％で期間は

これぐらいになるけれども、これで円借款を要請しますかということで戻さないといけな

いわけです。それでもって彼らはさてどうしようかということで相手国政府の中で協議を

して、当然また財政当局とも相談して、では円借款なら円借款を要請しますと、協力準備

調査が終わった後で正式な要請が出てくるということになって、それで借り入れの申し込

みを受けたということで、それを踏まえて我々は審査ミッションを出す。そういう流れに

なるということでございます。 

○堀田委員 今の点ですけれども、誤解だったら直していただきたいのですけれども、高

梨委員の御質問は、例えば、従来であれば日本の技術協力という形でフィージビリティ・

スタディをやって、それはあくまでも相手国政府と共同でレポートをつくっているわけで

して、オーナーシップも相手国政府にある。例えばこういう環境社会配慮の分野などであ

ればＥＩＡのような要素も含まれているということですね。当該国が日本と共同で作成し

たＥＩＡレポート等が相手国政府の法令に基づいて審査されて、その後に、今であれば例

えばＪＢＩＣがその後の資金協力につなげるのに必要な調査がされているかどうかという

審査の材料としてそのレポートを使うということだと思うのですけれども、今度、この協

力準備調査の主体が新ＪＩＣＡということで、新ＪＩＣＡが主体的につくってオーナーシ
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ップを持っているレポートをもって、その後の、実際に相手国政府でＥＩＡレポートがき

ちんと作成されたかどうかということを審査するということにはならないのではないかと

いう御質問かなと思ったのですけれども。 

○事務局（廿枝） 確かに協力準備調査というのは新ＪＩＣＡの仕切りで、特段の外交上

の約束もなく、要請もなく、新ＪＩＣＡの働きかけによって開始されるものなのですが、

勝手に乗り込んでいって相手国政府の知らないところでこそこそ調査するわけではもちろ

んなくて、このチャートの上の方にある「調査実施了解」という高梨さんが御指摘になっ

たこれが非常に重要で、我々はこういう案件についてこういう点を調査ＴＯＲとして考え

ているけれども、これで協力してもらえますかということをまず確認しないといけないわ

けです。相手国からいろいろな情報を出してもらったり、もちろん事業サイトにも行って、

それこそ住民の方々から話を聞いたりいろいろなことをするので、相手国政府の了解はも

ちろんですが、さらに協力を得ないことには効果的な調査は当然できないわけです。です

ので、協力準備調査とはいっても、やはり相手国政府と協力して一緒に調査をしていく、

当然、調査のプロセスにおいても、こういう問題があるのだけれども、こういうことで技

術的にはこれが一番いいけれども経済的にはこっちがいいかもしれないけれどもどうしよ

うか、みたいなところも常に節目節目で相手国と協議をしながら調査を仕上げていくとい

うことですから、調査報告書ができて初めて相手国政府が見ましたということには絶対に

ならないわけです。そういった意味では、実態としては相手国政府と協力して一緒にＦ／

Ｓをつくっていくということでございます。ただ、Ｆ／Ｓができたからといって、特に有

償の場合、相当な金額を何十年にもわたって債務負担するかどうかというのは、調査の過

程でずっと財務省も一緒に入るわけではございませんで、基本的にはラインミニストリー

というか国土交通省だったり運輸省みたいなところとやるので、調査し終わったところで

本当にそれで円借款を借りるのかどうかというのはまた改めて相手国政府の中で正式な政

策決定をしていただいて、その上で要請していただく必要があるという趣旨です。 

○原科座長 今の御説明でよろしいですか。 

 時間がもう５時半になりまして、予定時間なのですけれども、もう少しかかりそうなの

で３０分程度延長してよろしいでしょうか。皆さん、どうですか。―では、そういうこ

とで進めます。 

 それでは、ぱっぱっと手が挙がりましたが、今のと関係が強いと思われる方は、おられ

ますか。よろしいですか。では、この件はそのようなことで。 
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 それでは、別のことで。―では、清水委員、どうぞ。 

○清水委員 幾つかあるのですけれども、まず１つ目は、私たちの６月に提出したＮＧＯ

提言書の中で触れているのですけれども、調査実施計画書案というものが協力調査の実施

決定前に作成されると伺っていたのですけれども、それについてこの中で触れられていな

いので、それについてどうなったかということと、ＴＯＲとの関係で、先ほどから満田さ

んと中澤さんの間でＴＯＲのお話が出ていましたけれども、今でも実施計画書案なるもの

が生きているとすれば、その内容は何なのかということが１つです。 

 それから、先ほどの植嶋さんの御説明で、この説明ペーパーの３の（２）のところで

「Ｆ／Ｓ等」と書いてある意味は、マスタープランとＦ／Ｓの一体型の調査を含むという

お話だったと思うのですけれども、独立したマスタープランの場合は協力シナリオの方に

入るという理解なのかという点が２点目です。 

 ３点目は、基本業務フローの（３）のところですけれども、対処方針について協議する

というくだりがあるのですけれども、この対処方針を協議するという内容は一体何なのか。

つまり、その後に審査を実施するわけですけれども、何が違うのか。私が懸念しているの

は、協力準備調査をずっと支援してきて、ここで対処方針の協議をする。それで相手国政

府と協議をして、これでいくぞという決定になって、決定を裏でされるということはない

と思うのですけれども、一体どういう協議をされるのかということが３点目です。 

 ４点目は、４の（２）の一番最後の文と最後から２番目の文についてもう一回説明して

いただけますでしょうか。 

 ５番目ですけれども、ローリングプランから協力準備調査に移るプロセスについて、先

ほど高梨さんから推測のようなお話がありましたけれども、それについては全くここで触

れられていないので、ローリングプランにあるプロジェクトリストがどのようなプロセス

を経て協力準備調査に乗ってくるのかというプロセスについて教えてください。 

○ＪＢＩＣ（中澤） ランダムになりますけれども、３つ目の私どものペーパーの４

（３）「調査結果に基づく個別案件の対処方針の協議」、これがどういう協議なのかとい

う御質問だったかと思いますけれども、これはチャートの中で見ますと、同じ言葉で書い

ていますけれども、「個別案件の対処方針の協議」と横長の四角で囲ってあるところで、

文章にもありますけれども、あくまで日本政府と新ＪＩＣＡとの協議です。具体的にここ

において、協力準備調査の結果等も踏まえて、場合によっては協力準備調査を打たないで

新ＪＩＣＡが審査に行くようなケースもあると思いますので、そういう場合であれば、新
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ＪＩＣＡでそれまでの間に先方政府等から集めてきた情報を踏まえて、日本政府と新ＪＩ

ＣＡとの間で新ＪＩＣＡ審査の要否について協議する場です。この場において相手国政府

も含めて協力の実施が決まってしまったりとか、そういうことでは決してありません。あ

くまで、図にもありますように、その協議に基づいて、「個別案件の審査等」というプロ

セスに進んでいいかどうかということを日本政府と新ＪＩＣＡとの間で協議する場とお考

えいただければと思います。 

 次の４つ目、同じく私どものペーパーの４（２）の最後の２つの文の意味ですが、４

（１）の最後にもありますように、協力準備調査の主管はＪＩＣＡの中では地域担当部に

なります。実際にその調査を地域担当部がみずから主体的に実施するようなケース、それ

から課題の専門性を活かす必要があるような内容のＴＯＲの場合に、これはあくまでＪＩ

ＣＡの中の話ですけれども、地域担当部から、例えば経済基盤開発部とか公共政策部とか、

課題部に実施を依頼して、そこの課題部が中心になって協力準備調査を実施する場合、あ

るいは在外事務所に比較優位等がある、専門性があるというような場合に、地域担当部が

在外事務所に、実施担当部として調査の中心的な任を負ってくださいねという形で依頼を

するという、あくまでもＪＩＣＡの中のどこの部署が中心となって調査を実施するかとい

う話で、その意思決定を協力準備調査の主担当部である地域部が行うという、それを説明

したものです。 

 ５番目の、先ほど高梨委員からもあった、ローリングプランが協力準備調査に落ちてい

くようなプロセスというお話で、このチャート図をごらんいただいたときにローリングプ

ランがないからわかりにくいのではないかという御指摘もありました。おっしゃるとおり、

協力準備調査の実施決定の前には、その協力準備調査をやるかどうかという検討が当然あ

って、そういう中で、例えば先方政府から既に要請がなされている、あるいは要請がなさ

れていなくてもそういう開発ニーズがある場合に協力準備調査について検討するわけです。

ローリングプランというのは、例えば国別援助計画において、この国における日本政府と

しての重点支援分野はこれで、その重点支援分野の中で開発課題として例えば投資環境整

備であったり、初等教育であったりということがアイデンティファイされたとすると、そ

こに案件をプロットしていくような形になると思うのです。それを見れば、ああ、これは

国別援助計画のこういう部分に該当するものなので、なるほど日本政府の政策に合致した

分野の案件なのだなということが割とわかりやすい、そこでローリングプランをツールと

して活用しようかという話だと思いますので、必ずしもローリングプランのプロセスがこ
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の中に落ちていないからわかりづらいのか、あるいは、済みません、そこの私どもの説明

の部分が欠けていたからわかりにくいのかなとこちらでは思ったのですけれども。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） 最初の１つ目、２つ目にまだお答えしていないと思います。 

 １つ目は、ＮＧＯの６月の提言書でしたか、調査実施計画書を協力準備調査の実施決定

の前につくるとお答えしましたっけ。調査の実施計画書というのは、協力準備調査をやろ

うという協議が外務省との間で成立した後に、具体的な調査のやり方だとか、幾らぐらい

調査にかけるのかとか、内容はどうするのかというようなことを決める企画書ですので、

順番としてはまさに協力準備調査の実施決定を経て作成されるものだと御理解いただきた

いと思います。 

 「等」の話ですけれども、御質問は、独立したＭ／Ｐはどうなるのですかという話だと

思います。 

 マスタープランに対する協力というのは、いわゆる公共事業計画づくりそのものなので

す。したがって、これは技術協力として実施するのだろうと今考えております。いわゆる

今までやっていた独立したマスタープランですね。例えば全国水資源開発計画であるとか、

その国の大きな、例えば１０カ年計画をつくるときのベースになるような基本的なマスタ

ープランというのは技術協力としてつくるべきだと考えています。いわゆる開発計画調査

型技術協力の中で実施していくことになるだろうと考えています。 

 協力シナリオづくりの方は、そういう相手国の開発計画の中で、我が国としてどういう

課題にフォーカスするのか、そのフォーカスした課題に対して３つのスキームをうまく使

いながらどのように効果的な協力をしていくかというシナリオをつくる調査になるのです。

ですから、結果としてやっていることはマスタープランっぽい調査になる部分もあるのか

なと思いますけれども、アウトプットとしては日本の協力のシナリオをつくっていくとい

うことになりますから、御質問の独立したマスタープランというのは、恐らく開発計画調

査型技術協力として実施していくというふうになると思います。 

○原科座長 質問された方、よろしいですか。では、一言どうぞ。 

○清水委員 ありがとうございます。 

 そうすると、調査実施計画書案に含まれる情報というのはどのような情報になるのでし

ょうか。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） その調査に対してどのぐらいの予算を充当するかとか、期間をどう

するかとか、外部に委託して調査を実施する場合はその調査の範囲をどうするかとか、そ
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のようなことになります。 

○清水委員 そうすると、ＴＯＲ案と一緒ですか。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） ＴＯＲは調査実施計画書の重要な一部になると思います。 

○清水委員 今御説明いただいた内容というのは、私の頭の中ではＴＯＲに含まれるよう

な。要するに調査期間であるとかというものはＴＯＲ案なのかなと思いました。実は、こ

ちらの提案の中では―でも、その話をしてしまうとこっちの議論になってしまうのでい

いのですけれども、ＴＯＲと調査実施計画書案に含まれる情報は何なのかと思ったのです

けれども。 

○原科座長 ＴＯＲは調査実施計画書の一部だという御説明だったけれども、それに対し

て清水さんは何を。 

○清水委員 ＴＯＲに含まれない調査実施計画書案の情報というのは何になるのですか。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） これから協力準備調査をどのように実施していくかという企画書が

調査実施計画書ですから、そもそもその調査の客体になる案件というのはどういうものな

のか、それは全体の開発計画の中でどのような位置づけを持っているのかということは当

然書かれると思います。そういう案件に対して今後どれぐらいの予算を充当して、どのよ

うな内容で調査を実施していくかということを書いていくわけですね。そのときに、我々

が理解しているＴＯＲというのは普通はコンサルタントに委託する調査のＴＯＲなのです

けれども、いわゆる直営でやる部分と委託してやる部分を分けて書くことにもなると思い

ます。そういう意味では、その全体が清水さんのイメージしているＴＯＲそのものなのか

もしれないですけれども。 

○原科座長 それでは、また時間がどんどんなくなってしまっているので、急ぎましょう。 

 では、福田さん、どうぞ。 

○福田委員 御説明ありがとうございました。 

 質問したいことが結構いっぱいあって、時間との関係でどうしようかなと思いながら議

論を聞いていたところがありますが、一応質問だけはばっとお話ししたいと思います。 

 １つ目は、２番の「協力準備調査の内容」というところです。ここについては２つ質問

がありまして、１つは、（２）の中に恐らく無償資金協力における設計・積算というのが

入ってくると思うのですけれども、この（２）の表現の中のどこに設計・積算というのを

読むのかなという、ちょっとテクニカルな話なのですが、それを教えてください。 

 それから、同じこの２番について、協力準備調査の内容について、今後協力準備調査に
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ついてのガイドラインを考えていく上でもう少し具体的に、特に個別案件に関する部分で

どのような調査の内容があり得るのかということについて類型化して示していただけると

いうことを私は想定していたのですが、個別案件に関する協力準備調査についてこれ以上

具体的に、これとこれとこれ、こういう種類があり得るのではないかということをお示し

いただくことは難しいのかどうかということについてお聞かせください。 

 ３点目ですが、先ほどマスタープランに関する議論があって、大体クリアになったと思

うのですけれども、１点だけ、現行のマスタープランのようなものだが、最終的にマスタ

ープランの中で優先順位が高いとなれば、それについて日本側としては資金協力をしてい

くつもりがあるという場合にも、マスタープランオンリーの場合は技術協力になってしま

うのか、あるいは、そういう資金協力をしていくというような気持ちでマスタープラン単

体を協力準備調査としてやることがあるのかどうかというのが３点目の質問です。 

 ４点目ですが、これも何回かお伺いしたかと思うのですが、協力準備調査をかけるに当

たって、ローリングプランに掲載されていない事業が突然出てくる可能性はあるのかどう

か、あるいは一たん必ずローリングプランに載ることになるのかどうかということを再度

教えていただきたいと思います。 

 ５点目ですが、協力準備調査のＴＯＲ作成の際にどのような情報を集めるということが

ここには書いてあるのですね。ここには外部ステークホルダーというのが一切書かれてい

ないというのは、これは意図的なのか、どういうつもりで外部ステークホルダーからの見

解をＴＯＲに反映させるというのが落ちているのかということをお聞かせください。 

 ６つ目、協力準備調査については必ず公示がなされるのかどうかということが６点目で

す。 

 ７点目ですが、これは前回も議論したのですが、協力準備調査の報告書の公開の点につ

いては現在どのような検討状況なのか。ずっと検討するすると言われていて、ちょっとお

答えをいただいていないので、その検討状況を教えていただければと思います。 

 ８点目ですが、私もこの（３）の対処方針というのがよくわからなくて、具体的にここ

で対処方針というふうに挙がっているのは、審査に入るかどうかということなのかなと、

これを見ると思うのですけれども、具体的にどういったことを、要するに、協力準備調査

をかけた後、審査に入るかどうかについて外務省とすり合わせをするということなのかど

うかということを確認させてください。 

 あと、無償資金協力に関してはここからはわからないことが何点かあって、それについ
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てお伺いしたいことはあるのですが、これはどこかの段階で無償課の方がいらっしゃれる

ように北村委員に調整していただいていて、その中で一遍にお話しした方がいいのかなと

思うので、無償資金協力に関する質問はここでは飛ばしたいと思います。 

○原科座長 余り多かったので、これを答えていただくと時間がオーバーしてしまいます

ので、これはメモで書いてもらった方がいいですね。全部で８点もありましたので。 

 ほかにも手が挙がっていましたので、質問だけ聞きましょう。あと１０分を切りました

ので、質問だけお願いします。 

○一般参加者（田辺） ＪＡＣＳＥＳの田辺と申します。 

 １点だけ質問させていただきたいのですが、業務フローの（３）で、協力準備調査の結

果に基づいて対処方針を協議という形になっているのですが、表の中をよく見てみると、

協力準備調査の途中で協議みたいなことが入っていて、これは報告書を受け取らないでこ

ういう協議をする可能性があるのかどうか、もしあるのだとしたら、調査の中立性とかそ

ういったものをもう少し尊重すべきなのではないかと思っています。要は、調査で実施可

能性を判断するわけですから、それが決まっていないのに方針を出すことがあり得るのか

というところです。 

○原科座長 ほかに。では、満田さんですね。どうぞ。 

○一般参加者（満田） 地球・人間環境フォーラムの満田です。 

 私からも１点質問したいのですが、外務省と協議の上協力準備調査の実施を決定すると。

仮にその後で私たちが提案しているような形でＴＯＲ案も含むような調査実施計画案なる

ものを公開したときに、ステークホルダーからＴＯＲはこうすべきだということであれば

恐らく反映は可能だと思うのですが、そもそもこの目指している案件からして協力準備調

査を実施すべきでないみたいな相当強力な意見があった場合、そしてそれがある程度の説

得性を帯びていて、そうかもしれないと思われたときに、実施決定自体を実施しないこと

にするということがあり得るのかどうか、その点をお伺いしたいと思います。 

○原科座長 では、ちょっと多いので、最後の点だけ、もし簡単にお答えできれば。難し

かったら後にしましょう。 

○ＪＢＩＣ（中澤） 最後の２つだけよろしいですか。 

 いかなる段階であっても、バリッドに、これは協力準備調査を途中でやめるべきだとか、

あるいは、本体の事業が始まった後でも一緒だと思いますけれども、その段階によると思

いますけれども、政府なり新ＪＩＣＡなりが納得するようなものが出てくれば、それは途
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中でやめるのではないかと思います。 

○原科座長 最後の点に関しては、途中でやめる可能性があるということですね。 

○ＪＢＩＣ（中澤） ええ、そこがバリッドな意見だということで認識されればというこ

とですけれども。 

 それから、その前のものも時間の範囲内でよろしいですか。 

 田辺さんが御質問された点と、福田さんが８番目に質問された点は類似かと思いますの

で、その関係なのですが、個別案件の対処方針の協議、チャート図に書いてあったり、４

の（３）で同じようなことが書いてあるのですけれども、先ほど申し上げましたように、

これはバリエーションがあり得ると思うので、円借款について申し上げれば、ここでの対

処方針の協議というのは、日本政府、これは外務省に限らず、財務省、経済産業省さんも

含めてということになるかと思いますけれども、まさに円借款事業の審査に新ＪＩＣＡと

して進むべきかどうかということを御議論いただく場だと認識しております。その段階に

おいて、先ほど田辺さんから、協力準備調査がこのチャート図上終わっていないようなケ

ースがあるのかどうか、ちょっと質問の正確な言い方ではないですけれども、調査の中立

性の観点から言えば終わっていないものをというようなお話があったと思うのですが、協

力準備調査が終わるというのは、何をもって終わると考えるかにもよると思うのです。協

力準備調査の結論が出ていないようなときにそれに基づいて審査の意思決定というのはな

かなかできないというのはおっしゃるとおりだと思います。ただ、準備調査の最後の方の

プロセスというのは、検収とか精算とか報告書の印刷とか、そういう割と事務的なことで、

例えばドラフトファイナルレポートみたいなものがあって、内容的にはもう調査団として

の見解が出ていたり、あるいはそれに基づく先方政府の意向の確認ができるのであれば、

検収とか精算とか印刷とか、必ずしもそれが全部終わってからでないと協議が開かれない

かというと、それは決してそんなことはないのではないかなとは思っています。 

○原科座長 どうぞ。 

○高梨委員 今言われた２番目の個別案件の対処方針の協議というのは、現地側で作成し

たＦ／Ｓをもって要請が来た場合には、協力準備調査の段階からすると一番後段の方なの

で、さはさりながら、現在のＳＡＰＲＯＦみたいに必ずしも十分でないＦ／Ｓの場合には

追加的なＳＡＰＲＯＦをかけるということで若干後段のすき間があいているのではないか

と私は理解したのですけれども、そうでないですかね。 

○ＪＢＩＣ（中澤） ちょっと正確に理解ができているかどうかわからないのですけれど
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も、個別案件の対処方針の協議を日本政府とＪＩＣＡが行った際に、仮に先方政府から出

ている材料だけでは審査に進むのは時期尚早である、ただ、もうちょっとこのあたりの部

分が調査できるのであれば、あるいは調査を踏まえれば、もう一度協議をした上で次のス

テップに進め得るということも当然この協議の結果としてはおっしゃるとおりあり得るの

だと思います。ただ、この図の中で協議をはみ出て下の方に書いてあるのは、必ずしもそ

れだけを意図したわけではないです。先ほど申し上げたようなケースもあるのではないか

と思います。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） 福田さんの質問に答えられるだけ答えてもよろしいですか。 

○原科座長 いや、もう時間をオーバーしてしまったからストップしましょう。ちょっと

難しいです。 

 それで、むしろフローチャートをわかりやすいようにもう少し直した方がいいんじゃな

いですか。このままでいくといろいろな解釈があってうまくないですよ。 

 もう６時ですから、きょうは終わりにします。 

○福田委員 よろしいですか。この後の議論とも関係するところで。 

○原科座長 では、一言だけ。 

○福田委員 済みません、強引に突っ込んでしまいました。 

 先ほどの質問のうち１つだけ、協力準備調査の個別案件に関する協力準備調査の類型化

は可能なのかどうかという点についてだけお答えいただけると、この後の議論の参考にな

るのですが。 

○原科座長 では、一言で類型化云々を。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） 現時点で類型として示せるのは、２の（１）と３の（１）、（２）、

（３）、（４）ということです。 

○原科座長 それですべて。これらですべてということですね。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） 済みません、協力準備調査の内容、目的面から見ると、２の２種類

です。調査のプロセスとか内容という点から見た類型化をすると、３の（１）、（２）、

（３）、（４）と。 

○原科座長 もう時間もないし、それはやはりちゃんとメモで出してもらった方がわかり

やすいですね。 

 では、今のことはそういうことにいたします。もう６時になりましたので。余りオーバ

ーすると、皆さんも５時半という予定で参加しておられるのでうまくないと思いますので、
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きょうはここまでにいたします。 

 

（３）第１３回の議題について 

 

○原科座長 それで、次回は９月４日、１時半から、今度はＪＩＣＡ東京ですから、通常

行っている幡ヶ谷で開催いたします。 

 では、きょうはここまででよろしいでしょうか。 

 では、終了いたします。どうもありがとうございました。 

 

午後６時００分 閉会 

 79


